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表紙は電力系統の基本的な構成をデザイン化したものです6
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げん

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電力システムの合理的運
電力システムの高度運用をめざして用　それは今から100年

前、初めて電気事業が誕生した時からの最重要課題の1つである。他の品物のよ

うに貯蔵保管が出来ない電気は、時々刻々に変化する需要に追随して、その円滑

な供給のため、生産から販売までの運用を、一元的にしかも瞬時に行なわなけれ

ばならない。

　電力システムは、各地に散在する電源や送変配電設備を結んだ巨大なネットワ

ークである。

　電源としては水力、火力、原子力などが有るが、夫々の設備にはユニット容量

や効率の相違とともに運転上の制約を持つ。例えば起動時間、出力増減速度、定

検日数、トラブル復旧の難易、地域社会の制約などである。そして一般的には、

水力や火力に比べて原子力はシステム運用面からみる限り難しい電源と言える。

しかし、燃料確保の確実性や経済性などから、今後とも原子力中心の開発が進む

ことになろう。ちなみに昭和61年1月現在、わが国は32機2，450万kWの原子力を

持ち、全設備に対しkWで16％、年間発生kWhでは27％を占めている。

　輸送設備については、電源の大容量化地点の遠隔化から大電力長距離輸送の必

要が生じ、次第に高い電圧の採用が行なわれている。しかも系統安定度からの送

電可能限度の制約、無効電力の過不足対策、系統保護のあり方、短絡容量の増大

など問題も多い。

　一方、需要については、負荷率の低下や昼夜間格差の増大が予見される。また

社会、産業、個人生活においても利用の高度化から、電圧変動や停電の減少など

電気の質に対する要求は益々強くなっている。

　電力システムは言うまでもなく需要の増加に伴い拡大していく。更に安定供

給、予備力節減、経済運用などの面から、地区から地域へ、地域から全国へと広

大なネットワークを作りあげ、広域運営を指向して来た。昭和34年超高圧送電線

による広域連係系統の完成、昭和37年本州四国間の連係、昭和40年佐久間周波数

2



変換設備による50・60Hz系の連係、昭和54年本州北海

道問の連係、昭和55年500kV西地域連係線の完成など

連係の強化を図っている。

　しかし、システムの巨大化は良い面のみではない。

何処かで事故などのじょう乱が発生した場合、その影

響が極めて広範囲かつ長時問に及ぶ可能性がある。こ

の事は過去諸外国で発生した幾つかの大停電事故から

見ても明らかである。

　以上のような電力システムの運用業務には、需給調

整、系統制御、緊急時の操作のように即時の処置が必要なものと、これをバック

アップする為、作業計画や貯水池運用のようにあらかじめ予測や計画を策定する

ものとがある。この何れを遂行するに当っても、先にのべた諸問題への対策とと

もに、運用の巧拙がコストに直接影響すること、また社会環境に対する影響にも

充分な留意が必要である。

　私は過去30年間系統運用の仕事に携わっているが、始めの頃は運用のための情

報収集や指令は電話が中心であった。その後コンピューターをはじめとする技術

の進歩とともに、これをいち早くとり入れ、自動化機絨化を進めて来た。現在わ

が国各社の供給信頼度や効率性は、他国に比べて劣っているわけではない。しか

し、原子力を中心とする大規模電源の開発と系統拡充に対処し、あわせて需要家

の期待に応えた供給責任を果すためには、今後とも運用のための改良改善に努め

る必要がある。

　半導体、電子、情報通信、メカトロニクスなどの先端技術も駆使しながら、各

設備個々のシステムとの有機的結合による総合自動化の高度化にむかって、ハー

ド面ソフト面を含めての研究開発を強く期待するものである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四国電力株式会社常務取締役

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　富田　盛夫
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔電力中央研究所参与〕

電研レビューNo．1303



電研・電力システム運用研究の歩み（昭和31年～60年）

昭　和
i西暦） 電　力　中　央　研　究　所 所　　　　　外

31
i1956）

直流模擬送電装置設置

32
i1957）

交流計算盤装置設置
Aナログコンピュータ設置

33
i1958）

交流模擬送電線設備設置
d力系統の安定度などの解析手法の研究開始

電気事業広域運営方式発足

35
i1960）

中地域における275kV超高圧連系実現

36
i1961）

両サイクル連系問題委員会設置（37年6月終了）

37
i1962）

送電機能研究委員会設置 姫路岡山線（中・西地域超高圧連系220kV）竣

H
39
i1964）

アナログコンピュータ更新

40
i1965）

電気計算機による電圧と無効電力の制御基礎理論を開発（オンライン制御
ﾌ基礎）

佐久間周波数変換所運開（電源開発）

43
i1968）

動的交流計算盤設置
賰b研究用電力系統シミュレータ装置開発設置

中央電力協議会広域運営の新展開発表

47
i1972）

電力系統からみた原子力発電所の運用制御の研究開始
ｼ流送電系統異常電圧シミュレータ設置

48
i1973）

電力系統の動的詳細ディジタルシミュレーション手法の開発開始（Y法） 初の500kV送電開始（東京電：力、房総線）

50
i1975）

電力系統解析用データファイルシステムの研究開始
ｼ流多端子集中制御装置設置

9電力社長および電源開発総裁の会議において
u広域運営の拡大」新方針を決定

52
i1977）

電力系統の負荷特性の研究開始 新信濃周波数変換所運開（東京電力）

53
iユ978）

大容量火カプラントの簡易シミュレーション手法の研究開始

54
i1979）

超電導発電機の日立との協同研究開始 北海道」本州直流幹線（125kV）運開

55
i1980）

新しい定態安定度解析手法の研究開始（S法）

56
i1981）

系統解析データファイルシステム設置

57
i1982）

ディジタルリレー総合解析装置設置
�E直流電力系統シミュレータ設置

58
i1983）

電力系統解析技術研修コースの開始
n統保護リレー耐電波性能実験設備設置

59
i1984）

高度情報化技術を適用した電力系統運用の研究開始
dPRIとの電力系統解析ワークショップ開催

60
i1985）

東京電力の原子力発電設備世界一（910万kW）
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は
　　　　電力研究所長　上之薗博

原子力主流時代に対応した電力システムの高度

運用

　エネルギーセキュリティとコストダウンの観点から、今

後の安定成長時代においては、原子力発電の比率がますま

す増大し、2000年には全電源設備の30％に迫るものと想定

されている。当然のことながら、こうした原子力主流時代

を迎えるに当たって、そのメリットを十分に活かすため

に、原子力発電技術の性能向上などハードウエア技術はも

ちろんのこと、大容量電源を含む電力系統運用の効率化・

安定化などソフトウエア技術やシステム技術についても、

その確実な検証が必要とされる。

　このような時代のニーズを背景として、当所ではつぎの

ような認識のもとで電力システムの運用高度化に関する研

究に取り組んでいる。

1．　電力システムの運用技術は、電源計画にも直接反映さ

　れるべきものであり、とくに近年両者は極めて密接な関

　係を有するようになってきている。すなわち、原子力発

　電所と火力・揚水発電所との協調のあり方をはじめ、系

　統運用面から見た各種電源の運転特性の評価は、将来に

　亘る最適電源構成の検討に不可欠なものとなっている。

　　このため、長いリードタイムを要する電源計画と低迷

　する需要実態とのずれを吸収しつつ最も効率的な系統運

　用を図る技術が非常に重要となっている。

2．　コンピュータやロボットなどますます高度化する需要

　家への適切な電力品質の維持を図りつつ、需要状況に即

　して常に安定した電力を供給するため、オンラインで系

統を監視、制御し、経

済性と信頼性のバラン

スをとりながら、周波

数や電圧を適正に維持

する高度な制御技術が

今後ますます必要とな

る。

3．　大容量電源の偏在と

　長距離大電力輸送に特

　徴づけられる今後の電

　力システムにおいて、

　系統事故の予防や拡大防止に必要となる解析技術の重要

　性が増大してきている。このため、種々の解析手法の開

　発、改良をはじめ、所要データやプログラムの管理シス

　テムの開発を進めるとともに、原子力・火カプラントの

　熱的・機械的応動を取り入れた、系統のより詳細なシミ

　ュレーションのモデルの開発が必要である。

　当所は、原子力主流時代に対応した電力システムの高度

運用に関し、上記の面から見た研究をこれまで積極的に実

施してきた。

　今後はさらに先端情報技術などを導入した、電力システ

ム運用の総合自動化を目指し、必要な基本ソフトウエアの

開発を進めるとともに、次世代コンピュータや情報ネット

ワーク、高度マンマシンインターフェースなど、新しい

ハードウエアの活用方法に関するシステム技術について、

鋭意研究を展開していく予定である。　　　　　　　　⑱
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　　第1章　最適な電源構成と運用㊥目　次
編集担当⑳電力研究所　システム部長　高橋　一弘
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1－1概

　原子力発電は、脱石油化のリーディング・ヒッターとし

て積極的に開発が進められており、たとえば電気事業審議

会需給部会中間報告（昭和58年度）では、その容量は昭和

70年度末に4800MW（構成比23％）、昭和75年度末に6200

MW（同27％）程度まで増加するものと展望している。こ

のような原子力主流時代を迎えるに当たって、電気事業の

電源計画・運用も新たな問題に直面しようとしている。

　まず電源開発面では、原子力が従来通り最も主導的な役

割を果たすべきことは当然であるが、火力、水力など他の

電源もそれぞれ固有の得失を有しているため、それらをい

かに適切に組み合わせて開発するかが重要な課題となる。

すなわち、将来のエネルギー需給の不確実性を十分考慮し

た上で、エネルギー・セキュリティと経済性の両面から、

安定成長下におけるベスト・ミックスを可能な限り追求し

てゆく必要がある。

　具体的には、電源計画の検討に際して、将来のエネルギ

ー情勢に関わる種々のシナリオを想定し、それらのどれに

対してもまんべんなく供給の安定性が確保でき、しかも経

済性も損なわれることのない開発案を選択することが不可

欠となっている。

　一方、電源運用の立場からは、原子力は火力に比べ建設

費が割高で燃料費が安いため、いったん建設した以上、で

きるだけベース電源として高利用率で運転することが基本

となる。しかし、将来は原子力やLNG火力など運用に制

約の多いいわゆる硬直化電源の比率が増大することが予想

されるため、経済性を確保しつつ日間、週間、年間の需給

変動に対して、いかに柔軟に対応させていくかが課題とな

る。

　たとえば、原子力比率が増大した場合、電源の日間運用

では、深夜余剰吸収のための揚水式水力の運転の増加、火

力のDSS（日間起動停止Daily　Start　and　Stop）の増大、

原子力の負荷追従運転の導入などの問題がこれまで以上に

顕在化してくる。

　このように原子力主流時代の電源運用では、たとえば日

間のピーク時よりはむしろ深夜軽負荷時における需給運用

に焦点を当てるなどきめの細かい検討が不可欠となってく

る。

　当所ではこのような状況を鑑み、電源計画・運用のため

の各種の手法の開発を行なってきた。

　本章ではそれらの成果の紹介として、まず1－2節では電

源計画に関するいくつかの手法を示す。当所では、電源計

画手法としてのマクロ的な方向性を探索するための線形計

画法による最適化モデルと、やや詳細に将来の需給上の問

題を抽出することに適した、シミュレーション・モデルと

の両面から見た、アプローチ手法を開発し、これらを有機

的に組み合わせて、実際の課題に処することを基本として

いる。

　ついで、1－3節では電源運用のための各種の手法と主要

な検討結果を示す。そこではまず、原子力発電所が増大し

た場合における原子力の設備利用率の変化と負荷追従運転

の必要性に関するマクロ的な検討結果について記述する。

　また同節では、よりきめ細かな需給運用のための手法と

して、定期補修計画の算定方法について当所が新しく機械

化した手法、および、電力会社の実務で考慮されている制

約条件を可能な限り織り込んだ、原子力、火力、揚水式水力

などの発電所群の週間運用計画手法について紹介する。●
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　　　　　　　　　　　1－2原子力の増大と電源の

　原子力、石炭火力に代表されるベース電

源と、石油火力、揚水式水力などピーク電

源をいかに組合わせて開発するかは、電力

系統の計画における重要な問題のひとつで

ある。

　ことに近年は、需要の伸び、燃料調達な

どの変動に柔軟に対応可能で、かつエネル

ギーセキュリティ的にもすぐれた電源計画

が必要とされている。一方、需給運用の面

では、原子力やLNG火力などの運用に制

約の多いいわゆる硬直化電源が増大するこ

とは、深夜余剰の増大などの問題を引き起

こそうとしている。

　このため、電源計画の策定にあたって

は、これらの要因を的確に分析・把握する

必要がある。

　当所では、このような要請に対処するた

め、線形計画法ならびにシミュレーション

手法を用いた電源計画解析手法を開発して

いる。

　　　　線形計画法による最適化
1－2－1

　　　　モデル

　本モデルは、図1－2－1に示す想定需要、

既設電源の設備容量、電源建設費、燃料単

価、燃料入手量などの入力データのもと

で、線形計画法を用い年間の経費（固定費

＋可変費）から見て最もすぐれた電源運用

と電源開発を探索するものである。本モデ

ルでは、下記の条件などを考慮し、最適化

を行なっている。

・最大電力バランス（最大負荷時に供給力

　が十分である条件）

・深夜最低負荷時需給バランス（深夜余剰

　を生じない条件）

・電源開発可能量の上下限

・補修停止（年間運用計画に必要な補修停

　止の織り込み）

・各時間帯での経済負荷配分

・電源の最大出力、最低出力

・揚水池容量

図1－2－1電源計画最適化モデルの概要

（1）需要データ

　　。至近年の実績をもとに作成（年

　　　負荷率60％）

．年

（2）電源データ

　　。初期設備量

1難（％／年）　吟

　　。電源種別：原子力、石炭、LNG、

　　　石油、揚水式水力、一般水力

（3）運用データ

　　。電源の最低負荷制約

　　。電源の週末停止可能比

　　。揚水効率

“1k〉

　禽

£〉’

　●
ぐ〕？

　　評価モデル

（線形計画法モデル）

　　　　　。年間補修計画

　　　　　。電源開発計画

　　　　　　電源種別開発量（kW）

　　　　　　　年間固定費（億円／年）

吻．年間運用計画

　　　　　　　電源種別年間発電電力量

　　　　　　　設備利用率（kWH、％）

　　　　　　　幽間運用パターン

　　　　　　　年間可変費（億円／年）
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最適化モデルによれば電源構成上の揚水式水力の

　　　　構成比は10～20％程度が適切である。

・燃料消費量の上下限

　以下に本手法を用いて解析した例を示

す。

　図1－2－2（a）に揚水式水力の構成比と発電

原価の関係を示す。同図によれば、揚水比

率が増えるに従い可変費は増大し、一方揚

水比率の増大に伴いある限度までは固定費

は低下する！＊）この場合、これら両者のバ

ランスする点より、最適揚水比率は14％程

度となる。この最適構成比は、前提とする

諸元の変化に伴い変化する。

　図1－2－2（b）には、負荷率、原子力比率、

燃料価格に関する前提条件が変化した場合

の最適揚水比率の変化を示す。また揚水式

水力の建設単価をパラメータとした場合の

各種電源の最適比率を図1－2－3に示す。

　同図によれば、揚水式水力の建設単価が

15万円／kW程度以下では最適揚水比率は

ほぼ一定であるが、25万円／kW以上とな

ると揚水式水力の新設はなくなる。

　これらの結果を総合すると、電源構成上

の揚水式水力の構成比は！0～20％程度であ

ることが適切であることが明らかとなる。

なお線形計画法を用いて解くことのでき

る問題の規模には実用上制限があるため、

本モデルでの各要素のモデリングは必然的

に簡略的なものとならざるを得ない。たと

えば発電ユニットを個別に扱うようなこと

はできないので、ユニットを個別に扱わな

いと検討できない課題、火力並解列に関連

する検討などは、後述するシミュレーショ

ン手法によらざるをえない。

　しかしシミュレーション手法では、燃料

入手、電源開発などに係わる各種の制約を

考慮し、前提条件の変動を考慮し、望まし

い電源構成を求めるためには、多大な労力

を要する。

図1－2－2　揚水開発と経済性

（a）揚水比率と発電原価

［2．0

　発　　目．8

　震

6．0

5．8

　　　↑

　　14％

固定費

固定費＋可変費

（b）最適揚水比率の感度解析

可変費

10　　　　　15　　　　　20

揚水式水力の構成比（％）

パラメータの変化
揚水式最適
¥成比の変動

単位パラメータ変化

ﾉ対する貯蔵設備最

K構成比の変動

需要年負荷率

@　60→55％
14→18％

　0．8％

演ﾗ率1％

原子力構成比

@　30→40％
14→14％ 　0％

¥成比1％

石油系燃料価格

@現状→20％減

@現状→20％増

14→12％

P4→18％

　0．8％　　　　F

ｿ　格5％

（注）主要な前提条件 ・年負荷率　60％

・原子力比率　30％

・電源建設費：原子力27、石炭火力20、

・燃料単価：原子力3．0、石炭火力7．5、

LNG火力17、石油火力13、揚水式水力12［万円／kW］

LNG火力13．5、石油火力16．0［円／kWh］
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　したがって本モデルは、燃料入手、電源

開発などに関する各種の制約を織り込み、

本例題に示す揚水式水力の開発量の検討の

ように、前提条件を種々変化させながらマ

クロ的な電源構成の将来像を描くのに適し

た手法といえる。

（＊）　ただし揚水式水力の開発量が多大である

　　時は固定費が増大するが、これは揚水源資

　　を確保するために他の電源の開発も必要と

　　なるためである。

1－2－2　シミュレーション・モデル

　シミュレーション・モデルは上記のよう

に電源計画、運用に関し、ある程度詳細な

検討を行うためのものである。

　このプログラムは長期（10年程度）にわ

たる電源の運用、および需給の状況を模擬

し、所要経費ならびに供給信頼度等に係わ

る諸量を算定する機能を有している。本シ

ミュレーション・モデルと上記の最適化モ

デルの概要を表1－2－1に対照して示す。

　本シミュレーション・モデルでは、最大

限365日の負荷曲線に対し、原子力、火力、

揚水式水力のユニット別の負荷配分を行っ

ている。またこの際、火力の燃料費特性な

ども考慮している。本モデルの主たる内容

は下記の通りである。

1．　10年程度の電源計画を対象として電源

　運開時期および定期補修計画がプログラ

　ム内部で自動的に（内生的に）定められ

　るようになっている。

2．電源運用をどの程度まで模擬するかは

　シミュレーションの精度を大きく左右す

　るが、ここでは火力の日間起動停止の可

　能性、原子力の負荷追従（負荷抑制）運

　転の必要性などの要因を考慮している。

3．　LNG火力などある期間内の燃料消費

　量に制約のあるユニットも扱うことがで

　きる。

4．見込み不足日数などの信頼度指標を計

　算することができる。

　最適化モデルの出力をもとに本モデルを

用いて、検討を行った例を図1－2－4に示す。

図1－2－3　揚水式水力の建設単価と最適電源構成

50

最

　　　　40
適

構

成　　30

比

（％）　20

10

軽負荷時に原子力を絞りはじめる

負荷率

60％、．／●一●●
．＿くニニニー！

● ・石炭火力

　　　　●／●一一一一一一●
55％ノ7

55％ノ●_．＿．　　　　　　　　　　　　●～＼＼＼60％’●

　　　　　　　●一●＿●

60％「L．
き＝＝8：＝＝3

　　　　　　　
● ・LNG火力

　　ノ●
55％

● ・揚水式水力

5 io 　15　　　　　20　　　　　25

揚水式水力建設単位（万円／kW）

30 35

（注）特に指定したものを除いては、前条件は図1－2－2と同じ
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最
適
化
乱

兀

電◎

｛讐

同図の左側では、需要想定の誤差、エネル

ギー・セキュリティなどの要因を考慮し、

線形計画法モデルを用い電源構成のマクロ

的な像を描いている。右側では、その結果

に対しシミュレーションモデルにより石油

火力のDSS化の影響について検討し、こ

の場合DSSを行った方が経済的となって

いる。

雪
兀

を

三

レ
」

ζ

ン

検喰

十寸悼
　　細　用
　　な　に

　なお、最適化モデルでは、負荷曲線は3

種類の季節、各季節に対し2種類の日パタ

ーン、各日パターンは4時間帯からなって

いるものとしているが、一方、シミュレー

ションモデルでは365日、1日24時間帯か

らなるものとしている。

　上述より明らかなように、シミュレーシ

ョンモデルは各種の制約条件のもとでマク

ロ的な像を得るなどの作業には適さない

が、最適化モデルに比べ負荷曲線、需給運

用が詳細であるため、火力、揚水式水力ユ

ニット毎の設備利用率など運用形態を明ら

かとすることができる。このため、たとえ

ば深夜軽負荷時の火力運用、揚水運用など

将来の需給運用上の問題点を検討するのに

適している。

　このように、実際の電源計画の検討にあ

たっては、両モデルの得失に留意しつつ、

これらモデルを組合わせて利用して行くこ

とが適切である。　　　　　　　　　　●

表1－2引線形計画法最適化法とシミュレーション手法の比較

線形計画法最適化 詳細シミュレーション

負荷曲線の模擬 i2～6本／年の日負荷曲線 ～365本／年の日負荷曲線

揚水式水力 マージン対応、余剰対応、経済対応で運転

電源の模擬 電源種別ごとにまとめて模擬 ユニットごと

需給運用の模擬

補修停止の模擬 電源種別ごとに考慮 ユニットごとに考慮

一　般　水　力 予め差し引きずみ 暦日単位の変動考慮

原　　子　　力 負荷追従運転考慮可能

L　N　G火力 利用率を指定可能

電源構成最適化機能 有り（線形計画法） なし（パターン比較のみ）

感度解析機能
線形計画法の機能を利用可

ｽ数需給断面を同時検討可
条件を変化させ再計算

経費の計算方法 ある年度の経費のみ対象 累積経費で計算可能

長　　所

・燃料消費上の制約など各

墲ﾌ制約を考慮し、最適値

�c握可能

・熱効率特性など詳細な運

p要因を考慮

欠　　点
・需給上の問題の把握は困

?、最適値のみ求まる

・計算の労力、入カデータ

ﾌ量が多大

用　　途

・各種電源開発パターンの

o済性比較
E長期的な電源構成の検討、

�居繧ﾌ要因に変動を仮定

ｵた解析

・火力DSS化の影響、原
q力負荷追従の必要性、電

ｹ硬直化の影響など需給運

pに係わる問題の分析
E各種電源開発パターンの

ﾚ細比較
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図1－2－4最適化手法とシミュレーション手法を組合せた検討の一例

う
エネルギーセキュリティ

需要想定パターン

の影響（断面1、

II）、エネルギーセ
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　　　　原子力発電所と火力・揚

1－3－1水発電所との協調による
　　　　設備利用率の向上

　原子力発電は発電原価に占める燃料費の

割合が火力発電に比べてかなり小さく、か

つ、数年分の燃料装荷が行われているた

め、電力需要の基底部分を分担し、可能な

限り高い設備利用率を維持するように、運

転するのが全体として最も経済的である。

　ただし、電力需要は時々刻々変化し、特

に1日のうちで大きく変化するため、総発

電設備に占める原子力発電の構成比が高く

なると、必ずしも定格出力で連続運転する

ことができず、設備利用率は低下し、それ

だけ経済性は損なわれる。

　したがって、年間を通して原子力発電所

の設備が利用される程度（設備利用率）

は、全体の経済性を測る大きな指標のひと

つとなっている。

　原子力発電の設備利用率は火力発電所の

最低負荷制約、揚水式水力の構成比率によ

っても変化する。また、原子力発電所自身

からみて、そのために最大どれだけ出力を

下げて運転する必要があるかという量（出

力抑制量）についても、検討しておかなけ

ればならない。

　当所では、上に述べた各要因によって原

子力発電所や火力、揚水式水力の設備利用

率がどのように変化するかを、定量的に解

析するプログラムを開発している。以下に

本プログラムを用いた試算結果から、今後

の原子力主流時代における、各電源の設備

利用率と原子力発電所の出力抑制量を検討

する。

1．計算手順

　電源構成（kW）比率、予備率、電力需

要を所与として、原子力、火力、揚水式水

力の年設備利用率と、・原子力発電所の出力

抑制量を計算する。

　負荷分担に当たっては燃料費の安い順、

すなわち、一般水力、原子力、石炭火力、

LNG火力、石油火力の順にベース負荷か

ら分担するものとした。また深夜の軽負荷

時における需要が、一般水力と原子力の供

給能力を上回るときには、その余剰電力を

揚水式水力発電所で揚水し、昼間の重負荷

時に発電するものとした。

　計算手順を図1－3－1に示す。

II．試算条件

　各電源の設備利用率、ならびに原子力発

電所の出力抑制量は負荷曲線に大きく依存

する。

　しかしながら、負荷曲線が今後どのよう

に変化するかの予測は難かしいので、ここ

では、9電力会社中年負荷率が最も高いA

社（約70％）、最も低いB社（56％）、A社

とB社のほぼ中間にある9社計（約60％）

の3つの負荷曲線を用いた（図1－3－2（a）、

（b）、（c）に臼間での発受電端最大、最小電力

を示す。なお、需要が大幅に減少する正

月、ゴールデンウィーク、盆は本試算から

除外した。）。

　また、各発電設備の供給能力としては表

1－3－1に示すものを用いた。

皿．試算結果

主なる試算結果を要約すれば次の通りで

ある（図レ3－3に結果の1例を示す）。

1．設備利用率

（D　年負荷率が低い場合（9社計とB社）

　は、原子力発電構成比率が20％まで、原

　子力発電の設備利用率として最大限の70

　％が得られる（設備利用率の上限値は設

　備の計画停止と計画外停止率によって決

　定するが、本試算では両者の合計を30％

　と仮定し、原子力発電所の設備利用率の

　上限は70％とした。なお、定検日数の短

　縮化によって今後この値はもっと大きく

　なる）。

　　しかし年負荷率が高くなると（A社）、

　原子力発電構成比率が30％まで高くなつ

　ても、最大限の原子力利用が可能になる。

（2）将来、原子力の構成比率が40％程度に

　なると原子力の設備利用率は低下せざる

　を得ず、年負荷率が低く、揚水式水力が

　ない場合、設備利用率は上限よりも6％

　落ちる。

　　ただし、揚水式水力の構成比率が10％

　ならば、原子力の設備利用率は、上限よ

　りも1％程度の低下にとどめることがで

　きる。

（3）原子力の構成比率が30％～60％のとき

　は、揚水式水力の構成比率を0％から10

　％に高めることによって、原子力の設備

　利用率を数パーセント向上させることが

　できる。ただし、揚水式水力の構成比率を

　10％以上にしても、原子力の年設備利用

　率を向上させる効果はきわめて小さい。
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2．原子力発電所の出力抑制量

（1）揚水式水力がない場合、原子力発電は

　その構成比率が20％（年負荷率56％）～

　30％（同70％の場合）から出力抑制運転

　が必要となる。

（2）揚水式水力の構成比率が10％ならば、

　原子力構成比率が35％～40％まで出力抑

　制運転を必要としない（年負荷率60％）。

（3）原子力発電の構成比率が40％を超える

　と、揚水式水力の構成比率にかかわら

　ず、原子力発電所の出力抑制運転が必要

　となる（年負荷率60％）。

3．揚水式水力発電所の運転要因

　揚水式水力の設備利用率は、原子力の構

成比率が30％までは2％以下にしか達せ

ず、これは、すべてピーク負荷に対応する

揚水発電（負荷対応）によるものである。

　しかし、原子力の構成比率が増大するに

伴って、軽負荷時に余剰電力が出てくるの

で、揚水発電は余剰電力に対応（余剰対応）

して用いられ、たとえば原子力構成比率40

％、揚水式水力の構成比率10％のとき、揚

水式水力の設備利用率は3．5％（年負荷率70

％）、9．9％（同56％）となる。

図1－3－1　設備利用率と原子力の出力抑制量の算出

日負荷曲線の作成

各季の最大、最小日負荷

曲線

年負荷率

電源構成比率、予備率

計画停止スケジュール

計画外停止率

火力最低出力限界

各季の供給力を算出

揚水式水力発電の運転

パターンを決定

・負荷対応

・余剰揚水

一般水力、原子力、火力

分担負荷を算出

　　　　　rl「

一般水力、原子力、火力

の順で負荷を分担

辱ぞ’い

f

年設備利用率、原子力の

出力抑制量を算出

出　力

揚水式水力発電の運

転パターン

一般水力、原子力、
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年設備利用率

原子力の出力抑制量
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　　　原子力構成比が40％の場合でも

原子力に数％の周波数調整能力があれば

深夜にも定格出力近傍での運転が可能となる。

4．原子力の定期補修スケジュールによる

　　影響

　上に示した結果は、原子力発電所の定期

補修を、年間ピーク需要の発生する夏季を

避けて行う場合である。

　もし定期補修を年間均等に行えば、原子

力の構成比率が30％以上の場合、原子力の

出力抑制量は10％程度緩和され、原子力の

設備利用率も若干向上する。

　この理由は、原子力比率が夏季でも変ら

ない（夏季補修を実施する）ために、夏季

の原子力出力抑制量を少なくできることに

よる。

　　　　系統運用面からみた原子
1－3－2

　　　　力発電所の出力抑制運転

　原子力発電の比率が増大していくと、原

子力は、現在のような定格出力の一定運転

を行なうことができなくなる。ここでは、

原子力発電のKW構成比率が30％、40％と

増大したときの、火力、揚水式水力、なら

びに原子力発電の、運転パターンの変化の

検討結果を示す。

1．原子力構成比率30％の場合

1．　原子力発電のKW構成比率が30％で、

　揚水式水力がない場合には、火力のDS

　S化が大幅に実施されていても、原子力

　の出力を深夜に抑制する必要がある。

　　しかし、原子力発電設備に定格の±数

　％の周波数調整力があれば、原子力は、

　平日深夜に系統周波数を維持するための

　周波数調整運転を必要とするが、ほぼ定

　格出力近傍での運転が可能となる。

　　ただし、日曜日の深夜には需要がさら

　に小さくなるので、原子力発電は深夜に

　20％程度の出力抑制とこれに重畳した周

　波数調整運転が必要となる。

皿．原子力構成比率40％の場合

1．揚水式水力設備がない場合には、原子

　力は平日深夜に、かなりの出力を抑制し

　なければならない。この値は、火力のD

　SS化比率によって、おおよそ次のよう

　に変わる。

火力のDSS化比率

0％

50％

100％

原子力の出力抑制量

2．揚水式水力のKW構i成比率が10％の場

　合、火力のDSS化比率が40％以上なら

　ば原子力の周波数調整運転は不要である。

　図1－3－4に運転パターンの1例を示す。

この例では石炭火力を焚増して揚水すると

ともに、石炭火力で深夜の周波数調整を分

担する。石油火力はもっぱら運転予備費の

見合いで併列される。週末には石油、LN

G火力とも終日停止することになる。

70％

50％

35％

　また、日曜日には、昼間でも数％の出力

抑制が必要となる。なお、原子力に±数％

の周波数調整能力があれば、深夜の原子力

の出力抑制量は、上に述べた値よりも10％

程度軽減する。

2．　10％の揚水式水力があるときには、深

　夜に揚水運転を行なうことにより、原子

　力の出力抑制量は、次のようになる。

火力のDSS化比率

0％

50％

100％

原子力の深夜
出力抑制量

33％

20％

数％

表1－3引各種電源の供給力（計算条件）

電源種別 計画停止率 計画外停止率 備　　　　項

@　　　　　　爾　タ

原　　子　　力 5％ 25．0％

計画停止は夏季（7、8、9月）を除く期間で均等とする

火　　　　力 2％ 16．5％

二般水力 『 一 設備容量の50％出力で年間一定運転とする

揚水式水力 0％ 0％ 発電能力と揚水能力を同一とする
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図1－3－2　日間の発受電端最大・最小電力

　　　　　　　　　　　　　　　　100
　　　　　　　　　　　　　　　　（％）

　　　　　　　　　　　　　　　　80

　　　　　　　　　　　　　　　　60

　（a）　9社計（年負荷率60％）

　　　　　　　　　　　　　　　　40

　　　　　　　　　　　　　　　　20

　　　　　　　　　　　　　　　　　　4

　　　　　　　　　　　　　　　　100
　　　　　　　　　　　　　　　　（％）

　　　　　　　　　　　　　　　　80

　　　　　　　　　　　　　　　　60

　（b）　A　社（年負荷率70％）

　　　　　　　　　　　　　　　　40

　　　　　　　　　　　　　　　　20

　　　　　　　　　　　　　　　　0
　　　　　　　　　　　　　　　　　　4

　　　　　　　　　　　　　　　　100
　　　　　　　　　　　　　　　　（％）

　　　　　　　　　　　　　　　　80

　　　　　　　　　　　　　　　　60

　（c）　B　社（年負荷率56％）

　　　　　　　　　　　　　　　　40

　　　　　　　　　　　　　　　　20

　　　　　　　　　　　　　　　　　0
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4
（注）年間最大電力を100％とする

5　　6　　7　　8 9　　10　　11　　12 2

5　　6　　7　　8 9　　10　　口　　12 2

5　　6　　7　　　8 9　　iO　　ll　　l2 2

　　　最大電力

　　　最小電力

3　（月）

　　　最大電力

　　　最小電力

3　（月）

　　　最大電力

　　　最小電力

3　（月）

電研レビューNo．13017



図1－3－3電源種別年利用率と原子力発電所の出力抑制量
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図1－3－4　原子力構成比率30％での運転パターン例
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図1－3－5原子力構成比率40％での原子力の運転パターン例（原子力に±数％の周波数調整幅がある場合）
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3．　一方、10％の揚水式水力の他に原子力

　に±数パーセントの周波数調整能力があ

　れば、原子力は深夜にも定格出力の近傍

　での運転が可能となる。このときの原子

　力の運転パターンは、図1－3－5のように

　なる。

　　　　原子力・火力発電ユニッ
1－3－3

　　　　トの定期補修計画手法

　原子力・火力発電機器は、法規上1年に

1回点検・補修作業を行なうことが義務づ

けられており、その停止期間は2～4ケ月

にもおよぶため、需給運用は補修計画によ

って大きな影響を受ける。

　このため、需給計画および電源計画の策

定に際しては、種々の制約条件やその影響

度合を考慮した、綿密な補修計画の検討が

不可欠となっている。

　従来、補修計画は試行錯誤的に行われて

きたが、労力がきわめて多大であるため、

これを計算機で自動的に処理しうる新しい

解析手法の開発が望まれていた。

　補修計画は、図1－3－6に示すように供給

力と需要のすきまに補修停止を行い、予備

力を可能な限り均一にするという問題であ

り、この問題は数学的には組み合わせ最適

化問題として定式化される。

　当所ではこの問題の求解のために、組み

合わせを最適化問題の代表的な解法である

分枝限定法を用いた新しい補修計画手法

（図1－3－7参照）を開発した。本手法は同

図に示すように、データ入力、準備計算等

を行なう準備計算部、本手法の中核部であ

る分枝限定部と分枝数制限部、および結果

の徴調整を行なう出力調整部とから構成さ

れている。

　しかし分枝限定法はいわば解法の指針を

与えるだけのものであり、実際のアルゴリ

ズムまで規定するものではない。このため

分枝限定部には種々の工夫を織り込んでい

る。

　その処理の概要は各ユニットの補修時期

を順次固定した補修計画案を作成し、それ

らの案の適否を定量的に評価し、案の取捨

選択を行なうという手順からなっている。

分枝限定部では計画案が多数とならないよ

うに様々な配慮を組み込んでいるが、それ

でも実際には分枝丁数が天文学的な個数と

なることが多い。このような事態に対処す

図1－3－6　補修計画問題

総供給力（補修停止分を含む）
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図1－3－7　開発した補修計画手法の概略フロー
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週間需給計画システムを電力会社と共同開発し

中央給電指令所の業務の合理化に寄与している。

るために分枝数制限部が設けられている。

　開発した手法の主な特長は下記の通りで

ある。

1．　年間の供給予備率を可能な限り高く維

持することなどを目的として、定期補修計

画を定めている。その際、定期補修計画に

関する制約条件として下記のものを考慮し

ている。

（1）ボイラ、タービンの補修間隔に関する法

規上の制約

（2）発電所内での同時補修台数の上限

（3）潮流ネックに起因する制約条件

（4）その他先験的な制約条件

2．従来電力会社で定期補修の決定にあた

っては、制約条件を簡略化したり、あるい

は試行錯誤的にその立案・決定を行なって

いたが、本手法によれば考えられる限りの

制約を考慮した上で、体系的に補修計画を

決定することができる。またその際、各社

固有の事情を考慮することも可能である。

3．　定期補修計画に関わる各種の制約条件

を活用するなどの方法によって、分枝限定

法における分枝数を減少させた。またそれ

でも分枝数が増大する場合には、下記のよ

うな対策を講じている。

（1）分枝に先立ち大容量ユニットの；補修時期

を決定した。これは実運用では、大容量ユ

ニットの補修が需給バランス上ゆとりのあ

る期間に限られる点に着目したものであ

る。

（2）分枝数がある上限値を超えたら、いった

ん分枝を打ち切り、それらの分枝案の内か

らもっともすぐれた案を選び、それをもと

に再び分枝を開始するものとした。

表1－3－2に本手法を発電機台数26台のシ

ステムに適用した試算例を示す。同表によ

れば、すべての発電ユニットの定期補修

（湯中に実線で示されている）は、法規上

の制約より定まる補修可能期間（表中に点

線で示されている）内にあてはめられ、一

方供給予備率は夏季ピーク時に8％以上で

あり、余裕をもった需給運用が可能となっ

ている。

　また本例題程度の系統に対し、計算時間

はFACOM　M－200級の計算機を用いた場

合に約10秒であり、計算速度も十分に実用

に供しうるものである。このように本手法

によれば、従来数日の労力を要していた補

修計画策定作業の効率化が期待される。

　　　　発電所群の経済的な週間
1－3－4

　　　　運用計画

　原子力発電設備の構成比率が増大するに

つれて、火力発電所は、従来のベース、ミ

ドル電源からミドル、ピーク電源へと移行

してきている。このため平日においても、

すでに一部火力発電機の深夜停止が必要と

なり、週末にいたっては多数の発電機を停

止すると共に揚水発電機の揚水運転により

この余剰電力を吸収することが多い。吸収

した余剰電力は揚水発電機の発電運転で重

負荷時に用いるが、この配分を適切にしな

いと大きな経済的損失を招く。

　このように最近の需給運用では、火力機

の起動停止と揚水発電機の運転の役割が以

前にも増して大きくなっているのが特徴で

ある。このため、日間の需給計画だけでな

く、週間まで範囲を拡げた計画の重要性が

増大している。

　ここでは、当所と電力会社が共同開発し

た、週間需給計画システムの概要を紹介す

る。

　開発した週間需給計画計算システムは、

電力の週間需要予測に始まり、適正予備力

を考慮した火力発電機運転台数の計画、供

給力不足あるいは余剰発生時の揚水池運用

計画、および環境規制などを考慮した火力

発電機負荷配分計画を週間にわたって立案

するものである。

　本システムは中央給電指令所における自

動給電システムの一部を構成しており、計

画の立案はCRT画面を仲介とするマン・

マシン対話方式で実行される。以下に本シ

ステムのプログラム構戒（図1－3－8）と、

各プログラムの概要を示す。

1．　日付設定プログラム

　週間需給計画計算を実施するにあたり、

計画期間を設定する。計画期問は月曜日か

ら始まり、日曜日に終る1週間を基本とす

るが、ゴールデンウィーク、盆、年末年始

などの特殊な場合を考慮して、最大15日間

を対象とすることができる。計画計算の時

間刻みは1時間単位（1日24時間帯）であ

る。

2．週間需要の予測プログラム

　まず、計画期間の各日最大需要の推移を

気温の推移、激闘の特殊性、大口負荷の予

定などから予測する。予測は至近の実績を

分析したデータに基づく。

　こうして計画期間各田の最大需要が得ら

れると、これを各日につき、24時間帯に展

開する。これにはあらかじめ用意しておい

た標準の日負荷パターンを用いる。

3．水系計算プログラム

　CRTより貯水池の放流予定、各ダムの

渓流予想値を入力し、水系ごとに各水力発

電所の発電電力日量をグロスに把握する。

　これを自流式分、調整池式分、および貯
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表1－3－2　補修計画プログラムの試算結果
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図1－3－8　週間需給計画計算システムのプログラム構成
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水池式分に分類し、自流式分については24

時間帯に展開する。調整池式分と貯水池式

分については、総需要の高い時間帯に優先

的に最高出力で割付け、残りの電力量を各

時間帯の総需要に比例して配分する。

　なお、水力出力曲線は次の4．の差引需要

予測プログラムのCRT画面から入力する

こともできる。また、あらかじめ決められ

た水力出力曲線を用いる場合には、このプ

ログラムは迂回される。

4．　差引需要予測プログラム

　あらかじめ発電計画の決まっている原子

力、他社受電電力、融通電力などの供給力

曲線をCRT画面から入力しディスクに書

込む。次に2．で得た総需要曲線から3．で求

めた水力出力曲線と、ここで入力した供給

力曲線を差引いて、火力と揚水で分担すべ

き需要曲線（差引需要曲線）を算：出する。

5．火力発電機の並解列計画プログラム

　差引需要曲線を得ると、次に各日各時間

帯の並列火力発電機を定める。方法は基本

的には優先順位法である。火力発電機をべ

図1－3－9　差引需要曲線と揚発・揚水必要量

負荷対応揚発

並列火力発電機最高出力合計値

　　　　　　　　環境対応揚発

環境規制下の並列火力発電機の
供給能力

並列火力発電機最底出力合計値一

余剰対応揚水一一i
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一ス用からピーク用までほぼ発電単価の順

にならべておき、需要見合でベース用から

系統に並入していく。

　この際、需要増加時点では火力機の並列

条件を、また需要減少時点では火力機の敵

産条件を考慮する。火力機並入台数の限度

は、総需要に対する予備力の点から定め

る。

　計画期間の各日各時間帯の並列火力発電

機が定まると、火力で分担できる供給能力

が定まり、この能力を超える差引需要は揚

水発電機の発電運転でまかなわねばならな

くなる。これを“負荷対応揚発必要量（負

荷対応丁丁）”と呼ぶ。

　また深夜などで並列火力発電機の最低出

力の合計値が差引需要を上まわる場合に

は、この供給力の余剰を揚水発電機の揚

水運転で吸収しなければならない。これを

“余剰揚水必要量”（余剰対応揚水）と呼ぶ。

　更に環境規制により火力の発電を抑制し

なければならない場合には、その分を揚水

発電機の発電運転で麗なう必要がある。こ

れを“環境対応揚発必要量”（環境対応感

発）と呼ぶ。

　火力発電機の並解列計画プログラムは、

これら3つの必要量を計算して、次の揚水

池運用計画プログラムに引継ぐ。図1－3－9

に3つの必要量の関係を示す。また、揚水

発電機の発電運転を「瞬発」、揚水運転を

「揚水」と呼ぶことがある。

6．　揚水池の運用計画プログラム

　前述の3つの要請を満たすには、実際に

は、複数の揚水池を駆使する。この揚水池

の運用計画プログラムは、各揚水池の運用

条件を考慮しながらこれを達成する。運用

欝

。諾

’、イ

辞幾

1翻曙

町

　　　　　　　　　　　　饗鍛

　　z“、鱈

条件とは池の最高水位、維持目標水位など

である。

　これら運用条件を満足させるためには、

一般に3つの必要量（負荷対応奥歯、余剰

対応揚水、環境対応揚発）よりも多くの揚

発・揚水を行なわねばならない。この余分

の揚発・揚水を“追加揚発”“追加揚水”

と呼ぶことにする。

　揚水池の運用計画プログラムでは、この

追加分が極力少なくて済むような運用計画

を探索する。

7．火力発電機の負荷配分計画プログラム

　4．の差引需要曲線から6．で得られた揚水

発電機の出力曲線を差引いた残りが、火力

発電機で分担する需要曲線である。

　本プログラムではこれを経済負荷配分の

考えに基づいて火力発電機間に配分する。

但し、火力発電所には環境規制により発電

電力日量の上限が設られているので、これ

を遵守し、かつ最経済的な負荷配分を行な

うよう配慮する。

8．週間需給計画の印字プログラム

　各プログラムでの計算結果は、各々の計

算実行の都度印字されるが、この週間需給

計画の印字プログラムは、それらを集約

し、陰間および計画期間の最大需要時断面

バランスと最低需要時断面バランスを作表

し印字する。

　図1－3－10に本システムを用いた試算結果

の1例を示す。

　本システムの中央給電指令所におけるこ

れまでの運用実績によれば、プログラムが

作成する火力・揚水配分計画は実運用の点

からみて満足できるものであり、本システ

ムは中給業務の合理化に大いに寄与してい

る。　　　　　　　　　　　　　　　●
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図1－3－10試算結果の1例（揚水発電所運転計画）

A揚水発電所

揚水
（MW）

1200

80◎

400

0

　　　　400
揚発
（MW）
　　　　800

1200

水位
（M）

620

610

600

590

0

鞘帰
し冒＿嶋。鞠
@　一1　　　し噺輪輔櫛嚇廟　　　　　、＿一＿疇．1

　　　　　P＿嘔＿．一∫’一一嚇需備…曽鞘．鼎一’　　開、一一輸「　　　　鵜備一

@　　…繭」　　　　　　　　　　し一下鄭」
ﾀ際のダム水位　　　　　　　　　　ピーク前必要水位

満水位

最低必要水位

最低水位

B揚水発電所

揚水　　400
（MW）

　　　　　0
揚発
（MW）
　　　　400

水位
（M）

300

290

280

270

0

腿｝「…
R……∴∴」謙　　　　　　　　　　　肇　　　　　　　　　　　　　　言

2 3 4　　　5 6 7 8 9 10　　目 12　　｝3　　14

満水位

最低必要水位
最低水位

幽。

28



　　建．
鍵…1．：一

　　ヌ　コセ

羅掬ワ　　ゐ　ドマ　　レバ
：逡議購

　　｛

．一．．＿

　1
　ら　　　ロ　　　サ

　1　“、．；．．．

　罫滋憲．

…1．．二：．

1　．　i
　　l　：1．コ　’…．『1

．認纏灘購繭
麟一・一．・一・一一一．レ／．

，i
　．1

，｝

、，．

堰D

ぎ璽鱗
撫1墨

　　　」　誹，“　　　　1　…一匹・轟1　＝

　　　！
．：．． A鴇，　・

：，．・．．．、．i

『ll『．．’ P．－ 堰f

　　　｛

　　　ハ　 1

一号病醗
　．．解禦一

　．　　　　　　　　1

．．．．．1一：．

目．．． P．．．．「7．’

弓・．・「； ゅ｣．11．l
i．：磯鷲糞・㍊i脚

1　蜜

1，．「

’｝．

r

；『

　｝

　i

　卜
　i

　ξ
　；
　．L．

．．．
p

　一・｝・

　1

　レ

一蜜…　　　　　ア鑑　　　　魑♪・
」

・》驚ζi．
ご霊．

．v・
・．一
{一一・一一・↑…：一一一・1・．一・一

》・．．…LL一｝

鷹一

滋L’層

．．．一・．・」・．

1

i　　　l
・・乙 D・・｛・1．．．

　　　　；

一・
r・

、｛、｛’

ξ》。
咲ン㍉、
嬬

鳶．1． c．

　　　；．一
　　　「’・．一『一『「一

　　　l　l’　　．、，．一．．．『i．『

　．1、．1．
　　｛．・・

　　　　：

　　　　　　　　　　　｝

　　　　　　　L
　　　　　　．｛・．

　　　　　　　き
　　．．一二τ「．；71
　　　　　　　1　　　　　　　．　　　　　　．．一

　　．……一・・…．．・1・i．．．．・…．．・・

1．ll：llll凱lll：1．1

　　　　　　　　　　　　　　　ミ
　｝．・．　．．．．‘；　．　　l1
4一一汁一一．…一…一4・一一一一．一．＿．…・．川

　1　　　・　1　　．　・　1
寸㍗1．．一；㌻．一・；．1．

門’』．一．．．1．・…一．　1　　・．，

l　l

i　．



第2章　一層の効率化をめぎす系統運用技術㊤目　次

　　　編集担当◎電力研究所　システム部長　高橋　一弘

2－1　概　　要・

2－2

　2－2－1

　2－2－2

　2－2－3

幡頼性と経済性を両立させる系統運用技術・

オンライン電力潮流制御

・システム部　電力系統研究室長　長尾　待士…31

発電所群の最適負荷配分のためのオンライン需給制御

電力系統研究室

電圧・無効電力制御による送電損失の低減 電力系統研究室

　　　　・・32

磯田　八郎

磯田　八郎

吉村　健司

30



2□1概

　電力系統の運用は、全等の周波数と各地点の電圧を規定

値に保ちつつ、刻々変化する需要に応じて電力を安定にか

つ効率よく供給することを目指すものである。このために

は、各発電ユニットの起動停止や出力・力率調整、調相設

備の運用や各種輸送設備の切換操作などを全系的な観点か

ら合理的に行う必要がある。

　他方、原子力主流時代の特徴として、硬直性の強い大容

量電源の偏在とこれに伴なう電力輸送上の制約が挙げられ

るが、これを系統運用面から見れば、限られた融通性の中

で一定の信頼度レベルを維持しつつ最も効率的な運用を図

ることにより、原子力発電の持つ高い経済性をフルに活用

することが主眼となる。

　これを十分な実用性を備えた形で実現するためには、

種々の制約の評価や予測機能を駆使したきめ細かい運用技

術の開発改良が極めて重要となる。

　ここでは、これらの運用技術のうち，以下に関して当所

が最近実施した研究の成果を紹介する。

1．　予想外の需要変動や気象条件の急変などに対応するオ

　　ンライン電力潮流制御

2．発電所群の最適負荷配分をより確実にするオンライン

　　需給制御

3．　需要予測を用いた効果的な電圧・無効電力制御

　オンライン電力潮流制御は、送電線や連系変圧器の過負

荷や運用範囲からの逸脱を監視し、常に潮流を許容値内に

納めるよう各発電機出力を制御するものである。

　発電機出力の振替えを行うに当たっては、それによる

経済損失を最小限に抑える論理を採用している。また系統

に移相変圧器が存在する場合は、送電損失を最小とする設

定値を算定、表示することにより、運用者が需要変動の動

向と睨み合わせて適正タップを選定する際の便宜をはかっ

ている。これらの成果はく一部電力会社で実用化されてい

る。

　オンライン需給制御は、前日作成の需給運用計画をベー

スとして、これに当日の実績による修正を行いながら、最

も経済的な負荷配分となるよう、各発電機出力を制御する

ものであるが、従来の制御方式では朝の負荷立上りや昼休

み前後の負荷急変に対しては一部手動調整に頼らざるを得

なかった。

　当所が新たに開発した論理は、これらをすべて自動的に

行うもので、単なる運用業務の省力化に留まらず、燃料費

の節減にも大きな貢献をなし得ることが実証されている。

これらの成果は電力会社で既に実用に供されている。

　また、電圧・無効電力制御は主要水力・火力電源の無効

電力や超高圧変電所の変圧器タップおよび調相設備を制御

して、主要地点の電圧の維持、無効電力制御による送電損

失の軽減を図るもので、現在多くの電力会社で、275KV

以上の基幹系統を対象にて総合的なオンライン制御が実施

されている。

　当所では、この制御方式の新たな展開として、需要予測

と需給運用計画を取り込み、変圧器タップ動作や調相設備

投入遮断の回数抑制および2次系の電圧・無効電力制御へ

の影響評価などを加味したきめ細かい制御の基本論理を開

発し、実用化を図っている。

　今後、これらの系統運用技術には、なお一層の綿密性と

融通性が求められようが、このためには各種技術が個別的

に発展するだけでなく、相互の関連や人間の介在する判断

などを効率的に取り込んだ総合的なシステムの開発が必要

となろう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊥
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　系統運用技術

2－2－1　オンライン電力潮流制御

　電力系統を経済的でかつ高信頼度に維持

して運用するには、種々の制約条件を満足

し目的に合致した電力設備の運用が必要と

なる。

　現在、我が国の電力会社において使用さ

れている経済運用計算法では信頼度制約を

充分に考慮することができない。

　このため、電力系統の運用者は常に電力

系統を監視し、電力輸送設備の熱容量や、

安定度限界から課せられる潮流制限を違反

していないかを監視し、必要に応じて発電

機負荷の振り替えを手動で行なっている。

　しかしながら、電力設備は補修等のため

に変則的な運用を行うことが多く、経験豊

富な運用者にとっても経済性と高信頼性を

両立させる電力設備の運用は難かしく、申

給の業務において大きなウエイトを占めて

いる。

　ここで述べるオンライン電力潮流制御は

書毛の経済運用によって電力系統を運転し

ている時に事前に決められた運用限界を超

えたり、あるいは雷雲の発生によって特定

送電線の電力潮流を減少させたい場合に、

経済損失を最小限にとどめながら発電機出

力の振り替えを自動的に行なうものであ

る。

　発電機出力の振り替えを行なう時には次

の制限を考慮している。

　制約条件：

1．　各火力発電機の出力は発電機の応答速

　度などによって決まる運転範囲を超えな

　いこと。

2．　送電線や変圧器を流れる潮流はそれら

　の熱容量による制限潮流を超えないこ

　と。

3．　特定の複数送電線の潮流合計は制限値

　（安定度限界などによって決められた値）

　を超えないこと。

　これらの制限を満たしながら次の2つの

騒的関数のうちのいずれか一方を満足する

様に発電機出力の振り替えを行なう。

　目的関数：

1．系統内火力発電所の総燃料費を最小に

　する発電機出力を求める。

2．　あらかじめ指定した発電機の運転目標

　出力からの偏差の2乗和を最小にする発

　電機出力を求める。

　ここでは、当所が開発した、電力会社で

稼動申のシステムの概要を述べる。処理

フローは図2－24に示す様にPhase　Iから

Phase　IV迄の4つに分割されており、こ

のうちPhase画までが発電機出力による

有効電力潮流の制御を行ない、Phase　Wは

系統の送電損失を減少させるために、移相

変圧器の適正タップを計算するものであ

る。以下に各Phaseの処理概要を示す。

〔Phase　I〕ここでは制約条件1．のみを

考慮して、目的関数1．ないし2．に合致した

発電機出力を求める。

　目的関数が1。の場合には、よく知られて

いる系統の電力損失を無視した時の火力発

電機問の経済負荷配分問題であり、等増分

燃料費則を適用して解くことができる。目

的関数が2．の場合にも、同様の方法によっ

て解くことができる。

　以上のようにしてた定めた発電機出力を

もとに、潮流計算を行い、この結果が制約

条件2．、3．を満足していれば、それが求め

る発電機出力である。

〔Phase　H：〕Phase　Iで定めた発電機幽

力では、潮流監視点の制限値を違反する場

合がある。Phase狂では上記の違反量を

解消する発電機想力を求める。本問題は線

形制約式のもとで、2次の目的関数を最小

にする問題となるので、ここでは2次計画

法を適用して解いている。

〔Phase恥〕Phase　I玉により、制約条件1．

～3．を満足する発電機出力、すなわち実行

可能解が求められたので、ここでは目的関

数1．あるいは2．のいずれか一方に合致する

発電機出力を求める。

　なお、Phase　Hで違反量を零にできない

場合には、その違反量は与えられた条件下

で実現しうる最小のものであるから、当該

潮流監視点の潮流制限値を緩和し、見かけ

上実行可能解が得られたものとして、目的

に合致した発電機出力を求める。

　なお、制限値を緩和した場合には、その

旨をCRTに表示し、運用者に警告する。

〔Phase】V〕対象とした系統には移相変

圧器が設置されており、これに対して次の

ような取扱いを行なっている。

　移相変圧器の設定値は、発電機出力のよ
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図2－2－1オンライン電力潮流制御システムの構成

・＼ミト

中　央　給　電　指　令　所
■　塾　　　　　圏

」　　　　　』．

@穿 START L1

PHISE　I．
@　　一

…1、

被制御発電機の最適出力計算1

@（潮流制約を考慮せず）

　発電所弓｝　冒ド　F；　’ 7
卜　　　1

ｫ壷灘
線　路　潮　流　制　約

∴・’¥一
　’・　．一　．二

@　，・｛一・私

被制御発電機出力

ｪ流監視点余裕量
PHASE　JL　　　　一流；・・．．．

@　趨
過　　負　　荷　　解　　消

‘L

　　　　　　　　　　　　　了

@　　　　　　　　　　　　」

H

　　　　　　　　　　　　　一
@　F　」oH

被制御発電機の最適出力計算II
@　（潮流制約を考慮）’

@　　　　　　　一　　，

送電系統
r　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

電力損失を最少化

@移相変圧器設定値

　F　　　　　　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

@　　　引　ρqH　一・碗醤

@移相∫
@変圧器．擁

ｳ∵　、鱗

電　力　損　失　の　最　少化

F

STOP
鋼　　．　　P戸

電研レビューNo．13033



電力系統の一層の信頼性と経済性の向上を図るために

　　　　　有効電力と電圧、無効電力を同時に

　　　　　　制御する理論の開発を進めている。

うに頻繁に変化させることはできないの

で、本システムではPhase皿で求めた発

電機出力に対して、上記の移相変圧器を調

整し、系統の送電損失を最小にする設定値

を計算し、CRTに表示することにしてい

る。

　運用者は、この結果と将来の負荷動向か

ら、移相変圧器の適正タップを決定する。

　上に述べたシステムは、有効電力の制御

に力点がおかれている。実系統では、この

他に電圧や無効電力潮流も適正な値に制御

することが望まれる。

　現在、これらは有効電力の制御とは独立

に制御されているが、当所では、電力系統

のなお一層の信頼性と経済性の向上を図る

ために、次の様な、両者を同時に制御し得

る理論を開発している。

　電力系統の運用上に課せられる種々の制

約条件は、有効電力と強い関連のあるグル

ープと、電圧・無効電力と強い関連のある

グループに分けられる点に注目して、表2－

2－1の様に分類整理する。同様に目的関数

についても表2－2－2に示すように分類する。

実際の適用に当たっては、有効電力に関す

る目的関数（a）と、電圧・無効電力に関する

目的関数（b）からそれぞれ1つ指定する。

　開発した方法は、従来のP、Q分割法に

よる潮流計算手法とよく似た手順の計算を

行なって、所望の発電機出力や変圧器、各

種調相設備の設定値を決定する。（潮流計

算では、スイング発電機といわれる一台の

発電機を除くと、他の発電機出力や変圧器

等のタップ値が計算前に指定されているの

に対して、ここではそれらの大多数のもの

がその運転できる範囲で指定され、目的に

合致するようにそれらの値を計算する）。

　この方法は、いわゆる最適潮流計算手法

と呼ばれるものに属し、系統構成がループ

状あるいはグリッド状の場合に特にその能

力を発揮する。現在我が国の基幹系統はい

わゆる放射状であるが、系統構成の複雑化

とともに運用制限も厳しくなる傾向にあ

り、本手法は今後の運用計画や制御におい

て重要な技術と考えられる。

　　　発電所群の最適負荷配分の
2－2－2

　　　ためのオンライン需給制御

　電力系統における有効電力制御は、時々

刻々変化する負荷に対応して、周波数と連

系線潮流を規定値に保つとともに、経済的

な配分になるよう各発電機の出力を調整す

ることである。これらを円滑に実施する干

網2－2－1制約条件

（a）有効電力に関する制約条件

表2－2－2　目的関数

（a）有効電力に関する目的関数

①

．②

③

④

⑤

．⑥

有効電力の需給平衝制約

発電機の有効電力出力制約

送電線や変圧器の通過有効電力制約

ブロックでの有効電力の需給平衝制約

異なる母線間での位相差制約

移動変圧器の調整量制約

①

②

③

系統内火力発電所の燃料費を最小にする

系統内の有効電力潮流による電力損失を最小にする

前もって指定された発電機有効電力出力、送電線有効

電力潮流、移相変圧器設定値からの重み付2垂和を最

小1にする

（b）日歩・無効電力に関する制約条件

①

②

③

④

⑤．

⑥

⑦1

⑧

無効電力の需給平衝制約

発電機の無効電力出力制約

発電機の送端電圧制約

送電線や変圧器の通過無効電力制約

フ日ックでの無効電力の需給平衝制約

系統電圧制約

電圧調整用変圧器の調整量制約

調相設備の調整量制約

（b）電圧・無効電力に関する目的関数

①

②

③

前もって指定された系統内ノード電圧からの偏差の重

み付2五和を最小にする

系統内の無効電力潮流による電力損失を最小にする

前もって指定された発電機送端電圧、送電線無効電力

潮流、調相設備、変圧器設定値からの偏差の重み付2

乗和を最小にする
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置として、LFC（Load　Frequency　Con－

tro1）やELD（Economic　Load　Dispat－

ching）装置がある。

　図2－2－2は、現在使用されている周波数・

有効電力制御システム構成の一例を示す。

これらの装置は、電力会社の中央給電指令

所にあるコンピュータがその中核をなして

いる。

　ところで、系統容量の増大とともに負荷

の変動周期2～3分程度までの変動分は減

少する傾向にあるが、周期2～3分から10

～20分程度の変動分を従来のようにLFC

で吸収することは困難な状況にある。

　これは、ベース負荷を分担する原子力発

電の電源構成に占める割合の増大や、水力

発電の電源構成に占める割合の減少などに

よる。

　そのため、今後は従来のLFCで対応し

てきた短い周期の負荷変動に対してもその

一部をELDにより対応する必要がある。

　このように火力発電機の負荷配分は今後

の有効電力制御上、ますます重要な位置を

占める。

　現行の火力発電機は、ELDの制御周期

と同じ1分～数分先の需要予測値に対し

て、各発電機の増分燃料費が等しくなる様

に負荷配分し運転されている。しかしなが

ら、この方法では、例えば需要増加時間帯

には増分燃料費の安い発電機で可能な限り

需要の増加分を吸収していき、継続して需

要が増大する場合には、増分燃料費の安い

発電機が上限出力に到ったあとで、増分三

図2－2－2　周波数・有効電力制御システムの構成例
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料費の高い発電機の出力増加を行う。

　このため、朝の負荷増加時のように、3

時間程度の問にピーク負荷の50％近くも連

続して増加する場合や、昼休み前後のよう

に、10～20分間にピーク負荷の10％程度の

負荷変化が発生する場合には、発電機出力

を需要の変化に追従させることは困難で、

この様な時間帯には一部手動調整を当用し

ているのが現状である。

　当所ではこの点を解決し、急激な需要の

変動にも充分対応でき、しかも系統全体と

して、経済的で信頼性の高い運用ができる

自動運転システムの新しい理論を開発し

た。

　これは、各発電機の効率や性能などを総

合的に判断するとともに、さらに3時間程

度先までの需要予測値を用いて何時の時点

で、どの発電機をどの位の出力で運転する

かを、時々刻々きめていくものである。

　ここでは、本理論にもとづいて電力会社

で実用化されたシステムを紹介する。この

システムでは、3時間先迄の需要予測値を

用いている。火力機の分担出力は需要予測

値から水力と原子力発電所の出力を差引い

て決定される。

　火力発電間の出力分担は、各発電機の運

転スケジュール、プラントの応答特性、ボ

イラー給水ポンプやバーナーの起動所用時

間を考慮して次のように行われる。

1．　対象火力発電機の3時間先の予想出力

　を計算し（等増分燃料費則によって求め

　る）、これと現在出力を用いて3時間先ま

　での運転可能領域を求める（図2－2－3、

　（a）参照）

2．　プラントの応答性能を考慮しながら、

　3時間先に向けて負荷配分する。この結

　果を同図（b）の太線で示す。

3．2．からボイラー給水ポンプやバーナの

　起動・停止時期が決まり、これを考慮し

　た運転可能領域が海図（c）の様に求まる。

4．　この運転可能領域を用いて、再度逆に

　3時間先から現在に向けて負荷配分を行

　い、所望の発電機出力を求める。

　このシステムでは3時間先までの運転予

備力を常に監視しているので、電力系統を

高い信頼度に維持することが可能である。

　また、火力発電所の熱効率向上により0．5

％程度の燃料の節約ができた。

　これは従来の方法では、負荷の急変時間

急激な需要の変動に対応

でぎる運用理論を開発 　　　　　〆、｛　　　　’M

＼

／

、　’

●0●

G

σ（｛◎

需　要 火力発電所 コンピューター
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帯には手動遠隔運転が主体であり、運転中

の予備力を多く確保する傾向のため効率の

低い発電機を高負荷で運転し、その分、効

率の高い発電機の負荷を減少させていたが

自動運転により、この負荷急変時の需給調

整が円滑に行われ、効率運転が可能になっ

たためである。

　併せて自動運転が達成されたために、需

給調整業務が約50％削減された。

　　　　電圧・無効電力制御による
2－2－3

　　　　送電損失の低減

1．電圧・無効電力制御

　電圧・無効電力制御は、良質な電力を需

要家に供給するために行われる系統制御

のひとつである。一般に、主要地点の母線

電圧と連系線無効電力潮流を常時監視し、

これらを許容運用三内に維持するため、発

電機の電圧や無効電力、三相設備の並解

列、LRT（負荷時タップ切換変圧器）の

タップを制御する。

　わが国における電圧・無効電力制御の自

動化に関する研究、開発は昭和30年代後半

に始まり、当所においては、電圧・無効電

力制御方式を開発し、実用化に供して来

た。現在では約半数の電力会社において275

Kvの系統を対象に総合制御が実施されて

いる。

皿．新しい電圧・無効電力制御理論

近年、送電線の長距離化に伴って次のよ

うな問題が新たに生じて来ている。

1．　監視地点における電圧および無効電力

　の許容運用幅からの逸脱を、遠方の電圧

　調整機器で制御するため、その中間に位



図2－2－3　運転パターン決定手順

Gi，O：i発電機の時刻t＝0における出力（MW）
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　置する負荷地点の電圧が変動しやすい。

2．従来の制御方式によれば、制御効果最

　大機器として常に同一の機器が選択され

　るケースが多く、機器単体としての動作

　回数が増加する傾向にある。

　当所では上記の問題を解決するため、電

力会社と共同で従来方式の見直し、さらに

新しいオンライン電圧・無効電力制御方式

の開発を進めた。

　すなわち、従来方式では、電圧および無

効電力の瞬時値だけを監視し、もし許容運

用幅を逸脱しているものがあれば、許容運

用幅内に納めるように制御しており、この

ため電圧調整機器の動作回数が多くなる欠

点があった。

　そこで新しく提案する方式は、従来のよ

うに瞬間、瞬間の制御ではなく、ある期間

（10分程度）の無効電力の変化を見越した

電圧調整機器の運用を行うものである。

　計算手順は、ある期間内の電圧監視点の

電圧を計算し、許容運用幅からの逸脱量の

和をとり、これを最も減少させる電圧調整

機器を1つ選ぶ。次に、この機器の操作を

考慮した電圧を計算する。そして許容運用

幅からの新たな逸脱量の和をとり、この値

の減少に最も効果のある機器を選ぶ。

　この作業をある期間内での逸脱量がなく

なるまで繰り返す。なお、操作される機器

の選定に当たっては、現行の運用形態を考

慮して次の事項を加味している。

1．調相設備の並解列禁止時間帯の設定

2．　調相設備の10分間異方向操作の禁止

3．　LRTの3分間連続動作の禁止

　さらにこの電圧調整機器の選択作業には

送電損失の低減化についても考慮してお

り、提案する方式は電圧調整機器の動作回

数および送電損失の低減化にとって有効で

ある。また昼休み前後の負荷急変時間帯で

も電圧調整機器を迅速に対応でき、不必要

な動作をなくすことができる。

　7機40母線モデル系統における試算結果

を図2－2－4に示す。このモデルでの結果か

ら、提案する方式によれば、従来方式より

少ない操作回数で良好な制御の行えること

がわかる。　　　　　　　　　　　　　　●

図2－2－4モデル系統による試算結果の1例
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3漏1概

　わが国の電力系統は大規模化の傾向にあるが、近年は、

これに加えて電源形態および需要形態の多様化、各種の系

統安定化制御装置の設置による複雑化などの傾向もみられ

る。このような電力系統において高い信頼度の運用を維持

するには、送電線への落雷などに起因する系統故障に対し

て十分な対策を施しておくことが大切であり、その系統技

術面での方策として適切な系統運用制御方式、事故波及防
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止方式などの検討が重要となる。

　これらの検討には、想定する故障が実際の電力系統に発

生した場合の電力系統の挙動を精度良くシミュレーション

する、電力系統の動特性解析技術が基本となる。

　跨写篤遭
堂

ど

・　綴
巌囁

漁

　当所では、こうした要請に応えて従来より各種の系統解

析技術を研究、開発し、電気事業に提供してきている。本

章では、このような系統解析技術の機能向上を目的とし

て、当所が近年開発した以下の解析技術について紹介す

る。

1．大規模系統の効率的な系統解析システム

　電力系統は大規模かつ複雑であるため、電力系統の特性

解析にあたっては、構成要素となる各種設備の特性や相互

のつながりを表す極めてぼう大な量のデータを用意する必

要がある。また、需要の増大などに対処してその構成、運

用状態が変化するため、たえずこれらのデータを更新する

必要もある。

　当所が開発した系統解析システムは、このような大規模

な解析データの更新やチェックを容易に行い、かつ、潮流

計算、短絡容量計算、安定度計算などの系統解析計算を一

貫して効率良く実行できるシステムである。

：H．定態安定度解析のための高速固有値解析法

　当所は、制御系の安定性解析などに一般に用いられてい

る固有値計算法を改良し、高速化、高精度化した高速固有

値解析法（S法）を開発し、電力系統の定態安定度解析の

手法として、広く電力各社の活用に供している。この手法

は、電力系統故障後の定態安定度解析や安定化制御装置の

定数最適化などへの適用のほか、オンライン系統安定化制

御に使用し、たとえば常時の系統状態に対して安定度余裕

を適正に維持する予防制御や定態安定度の制約を考慮した

経済負荷配分制御（ELD）などを可能とする。
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皿．発電プラントの新しいモデル

　大規模かつ複雑な電力系統において重大な停電事故の発

生を防止する対策などの検討には系統の構成要素の特性を

正確に把握した系統解析が必要である。

　とくに構成要素のうちでは最も複雑であり、かつ、系統

の動的なふるまいに最も大きな影響を与える発電プラント

の特性については、これをできる限り詳細にモデル化する

ことが重要である。

　このため当所は、火力発電について、従来考慮されてい

なかったボイラーの圧力変動特性や、詳細なプラント制御

系の動作を考慮して解析する火力発電プラントモデルを開

発した。また水力発電については、水圧鉄管内の水の挙動

やポンプ水車の非線形特性を考慮した揚水発電プラントモ

デルを開発した。

】V．原子カプラントのシミュレーション

　原子力発電のもつ経済性を活かし安定した電力供給を確

保するためには、原子力を含む電力系統の運用において、

系統故障に対する安定性をできる限り維持することが重要

である。

　これに必要な系統の安定運用制御の対策検討には、原子

力発電プラントの日動を考慮した電力系統の動特性解析手

法が必要である。

　当所が開発した原子カプラントの動特性シミュレーショ

ン手法は、原子炉を含むプラント全体の動特性を制御・保

護系の動作を考慮して解析するものであり、従来の電力系

統の動特性解析手法に組み込んで、原子力を含む電力系統

の動特性を効率よく解析しうるものである。

V．発電機・制御系、負荷モデル

　電力系統の動特性を精度良く解析するうえで最も基本的

かつ重要となるのは発電機モデルである。とくに励磁系の

動作は電力系統の安定性維持に大きく影響するため、大擾

乱から微小擾乱まで扱うことのできる励磁系モデルを各種

の励磁系タイプについてとりまとめている。

　一方、需要家の負荷特性を表す負荷モデルについても、

高精度の電力系統動特性の解析に重要であるため、より詳

細な負荷モデルの開発をすすめている。　　　　　　●

42



　　　大規模系統の計画運用のた
3－2－1

　　　　めの効率的な解析システム

　電力系統の大規模化、複雑化に伴い、系

統特性を的確に把握し、安定した電力供給

方式を検討するには、高精度の解析手法と

これに適した正確なデータの収集が必要で

ある。

　とくに超高圧基幹系統の連系により、電

力各社間の電気的距離は近くなり、実系統

の現象解析を行うには連系した会社で統一

のとれた正確なデータが必要となってい

る。

　また電力系統解析プログラムの精度は、

膨大な入力定数により大きく左右される。

さらに収集したデータを用いて各種の系統

解析作業を効率良く行うことが重要であ

る。

　このため、データ収集・管理システムと

系統解析プログラムとの結合をはかり、図

3－2－1に構成を示す系統解析システムを開

発し、電力各社へ導入し、将来の系統計画

や運用の検討のために役立てている。

1．データ収集

　系統解析に必要なデータとして、本シス

テムで収集しているデータの種別ごとの内

容の概略と、取扱い可能な規模を表3－2－1

に示す。

　各々のデータは、設備固有のものとして

固定な設備データと、運用条件によって可

変な運用データとに分類できる。

皿．データ管理

　系統解析システムで収集するデータの精

度維持とファイル管理は、図3－2－1のデー

タ収集・管理部のプログラムで行ってい

る。

1．　データ格納プログラム

　多量の原データの読み込みおよび格納を

効率的に行うプログラムである。このとき

に基本的な記入ミス、たとえばデータ記入

位置の誤りや同一データの重複読み込みの

チェックやデータ種別の不足を警告する機

能をもっている。

2．　データチェックプログラム

　データの物理的妥当性やデータ間の相互

矛盾についてチェックするプログラムであ

る。データの物理的妥当性は、発電機・制

御系定数や送電線インピーダンスなどにつ

いて、プログラム内に設定した上下限値の

範囲内か否かをチェックしている。

　データ間の相互矛盾のチェックは、たと

えば発電機インピーダンスの大小関係や、

送電線の両端の母線や負荷の接続母線が存

在するか否かなどをチェックする機能であ

る。

　また、基準母線から分離している母線を

検出し表示する系統分離チェック機能もあ

る。

3．潮流チェックプログラム

　ファイル内の系統データについて、潮流

計算を通してチェックするプログラムであ

る。

　ここでは、ファイルの潮流条件データを

用いて潮流計算を行い、得られた解につい

て、母線電圧や発電機有効・無効電力出力

の上下限制約値の逸脱、ブランチ潮流の過

負荷、発電機接続母線間の電圧相差角の異

常をチェックする機能をもっている。

電研レビューNo．13043



図3－2－1　系統解析システムの構成
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表3－2－1収集しているデータ
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4．発電機特性チェックプログラム

　系統解析データの中で、発電機や制御系

（励磁系およびガバナ系）の定数は、安定

度解析に大きな影響を与えるものである

が、これらのモデルが複雑化、詳細化して

いるために特性が不明確なまま使用されて

いることがある。

　このため、このプログラムは、発電機、

励磁系、ガバナ系の一般的な基本特性を簡

易に解析し、特性チェックを行うプログラ

ムである。

　発電機は、無負荷3相突発短絡特性と負

荷遮断特性を算出しチェックしている。励

磁系は、発電機モデルと結合して、無負荷

インディシャル応答と無負荷周波数応答を

算出し、チェックしている。またガバナ系

は、発電機モデルと結合して、定格出力時お

よび2／4出力時の負荷遮断特性を算出し、

チェックしている。

5．系統縮約プログラム

　収集したデータによる大規模系統をその

まま計算することは、ぼう大な時間と費用

と労力を必要とする。

　このため、解析精度をできる限り低下せ

ずに系統を簡略化するプログラムである。

このプログラムは、縮約系統と非縮約系統

が1地点のみで結合する放射状系統と、2

地点で結合するループ系統のいずれも計算

でき、かつ新しく縮約系統のデータファイ

ルを作成する機能をもっている。

6．　ファイル結合プログラム

　個別に作成したデータファイル（マスタ

ーあるいは縮約ファイル）を連系点で結合

し、連系系統データファイル（結合ファイ

ル）を作成するプログラムである。
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S行列法を改良しオンライン系統安定化制御に

　　　　　　　使用できる見通しを得た。

皿．系統解析

1．解析データ作成プログラム

　データ収集・管理部で作成したデータフ

ァイル（マスター、縮約あるいは結合ファ

イル）の形式は、系統解析プログラムの入

力データ形式とは一致しない。

　このため、データファイルのデータから

解析プログラムに必要なデータを抽出し、

入力データ形式に変換する必要がある。こ

れを解析データ作成プログラムが行ってお

り、データ収集・管理部と解析プログラム

部とを結びつけている重要な部分である。

2．　短絡電流計算プログラム

　短絡電流計算データを対象に、各母線に

おける3相地絡時の短絡容量（電流）を算

出するプログラムである。これは、各種の

運用系統に対し、適当な発電機インピーダ

ンス（Xd、X’d、X”dのいずれか）を

選択し、各母線の接続線路ごとの流入電流

と故障電流を計算することができる。

3．　動態安定度計算プログラム

　動態安定度計算データを対象に、電力系

統に発生する多様な故障を想定し、このと

きの発電機や負荷の動揺を模回することに

より動態安定度を算出するプログラムであ

る。

　このプログラムは系統計画・運用の検討

に広く利用されており、各地域で行われた

系統試験の結果と比較して解析精度を検証

している。このプログラムは、多重故障を

含めた不平衡系統解析、制動巻線数の異な

る4種類の発電機モデル、発電機制御系の

多種類のモデルの標準化（AVR：10種類、

PSS：3種類、ガバナ：13種類）、負荷モ

デルの関数表現と誘導機表現、系統安定化

装置の標準化（直列コンデンサ、静止型中

問手相設備、制動抵抗）、直流送電設備解析

など多くの解析機能をもっている。

4．定態安定度計算プログラム

　3－2－2で詳細に記す。

】V．システムの運用・操作

　系統解析システムは、データ収集・管理

用の7個のプログラムと系統解析用の3個

のプログラムとが密接に関連して構成され

ている。また、収集データは、系統構成や

潮流断面ごとに100個程度のファイルに格

納されている。

　このシステムの運用・操作は、できるだ

け簡易な方法をとっており、計算機端末装

置（CRT）上のメニュー画面で、プログ

ラムやデータを選択・指示することによ

り、各種の計算が可能である。これにより

データの修正・変更や新規作成が簡便にな

り、系統解析データを作成する際の労力を

大幅に軽減できる。

　本システムは、統一された精度のデータ

を任意に選択・結合して解析できることか

ら、電力系統の計画・運用を検討する際に

多いに活用されている。

o　、
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V．システムの適用

　系統解析システムに収集したデータと解

析プログラムにより、大容量発電機の負荷

しや断時の系統動揺現象を計算した結果の

一例を図3－2－2に示す。

　いずれの結果も実測値とほぼ一致したこ

とから、データとプログラムの精度が確め

られた。

　　　　オンライン系統安定化制御
3－2－2

　　　　のための高速固有値解析法

　電力系統の安定化を図るには次の3つの

対策を考えておく必要がある。

1．　PSS（系統安定化のための補助励磁

　　装置）などの安定化装置

2．常時運用における安定度監視と予防制

　　御

3．事故時における事故波及防止対策

　いずれも、現状においてはオフラインに

よって安定度解析を行い対策が実施されて

いる。

　しかしながら、時々刻々変化していく系

統の状態に対応して必要十分な信頼度水準

を維持し、さらにその制約内で最も経済的

となるよう系統の運用を維持するには、高

速高精度なオンライン安定度解析による系

統安定化制御の実現が強く望まれている。

　当所では、これまで開発実用化し、広く
　　　　　　　　　　　　　　　　（※）
電力会社で活用されてきた、固有値解析手

法のひとつS行列法（S法）をさらに改良

しほぼオンライン安定化制御に使用しうる

との見通しを得た。この手法が適用できる

　　　　　　　　　の
のは主として上記の1．と2．の定態安定度対

策である。1．の面では安定化制御装置のパ

ラメータを系統運用状態に適応してオンラ

インで最適調整することが可能となる。2．
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の面では、数分から数十最先の系統状態に

おける定態安定度の予測計算に基づき予防

制御を行い、さらに系統の安定運転を保つ

制約内で最も経済的な発電機出力配分（E

LD）をオンラインで計算することが可能

となる。

　本節においては、これらオンライン安定

化制御の申核論理となるS法およびその応

用による故障除去後の定態安定度判別手法

と安定化対策の最適化手法について概要を

述べる。

（※）

　電力系統に外乱（事故や負荷の急変）が

加わると発電機の回転速度や送電線の電力

に振動が生じるが通常はこの振動は減衰し

元の平衡状態に復帰する《過渡安定度も定

態安定度も安定）。もし、外乱が大きすぎ

ると過渡的な不安定となるが、これとは別

に、送電電力が大きすぎるなど、一定の運

用限界を越えるとどんなに小さな外乱に対

してもこれによって生じる振動が減衰せず

元の平衡状態に戻れなくなってしまう（定

態安定度の不安定）。これは、外乱とは関係

なく系統に内在する固有の共振振動成分が

減衰性のものから発散性のものへと変化し

たことによる不安定現象である。数学的に

は微小変動に対する系統の動特性を線形微

分方程式

　　x＝Ax　　　　　　　　（1）

で表したときの右辺の行列Aの固有値（複

素数）が系統に内在する共振の（複素）振

動数を表わし、その実数部分が正のとき発

散性、負のとき減衰性であることに対応す

る。

1．S法の高速・高精度化

　S法は、行列の変換によって行列の固有

値のうち実数部の大きい固有値を絶対値の
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大きい圃有値に変換し、効率的な固有値回

折を行う計算手法であり、大規模電力系統

の二三安定度の判別あるいは振動モードの

解析を高速に行う為に開発した手法であ

る。すなわち線形微分方程式

　　x漏Ax　　　　　　　　　　（1＞

は、行列Aのすべての二二値の実数部が負

のとき安定、そうでないときは、不安定と

判定される。S行列法は、行列Aのすべて

の固有値を求める代わりに、次式

　S＝　（A十hI）（A－hI）一i　　（2）

　（ただし、hは正∂）実数）

による行列の変換を行い、行列Sの絶対値

の大きい固有値だけを高速に計算する方法

である。

　行列Aの圏有値λとこれに対応する行列

Sの画有値λsは次式の関係にある。

　λs＝　（λ十h）　／　（λ一h）　　　（3）

したがって、（1）式の安定性は、行列Sの絶

対値最大の固有値λS磁axの絶対値が、至

より大きいとき不安定と判定される。

　行列の絶対値最大の固有値あるいは絶対

値の大きい複数個の嗣有値は、ベキ乗法や

ランチョス法によって効率的に求めること

ができる。この理由は、ベキ乗法やランチ

ョス法ではベクトルに行列を掛ける演算が

主要な部分となっており、演算に有利な行

列のスパース性や構造性を最大限に利用す

ることができるからである。

　とくにランチョス法は複数個の固有値を

同時に求めることができるため高速演算に

適している。しかしながら、まるめ誤差に

弱く、数値計算上の安定性に欠けるため、

実屠化が困難であった。そこで、次のよう

な改良を行い高速化・高精度化を図ること

により、オンライン安定化制御への利用が

可能となってきている。

（1）単一のベクトル演算であったものを複

　数個のベクトルすなわち行列の演算に拡

　張し精度を格段に向上させた。

（2）行列演算そのものの高速化を図った。

（3）求めた固有値のうち精度が不足してい

　るものについてだけ繰返しランチョス法

　を適用する反復法を導入した。

　以上のような改良により、計算時間は後

に示す77機系統で約18秒（当所FACOM・

M－200による）となっている。

H．故障除去後の定態安定度判別手法

　送電線路の開放や電源の脱落などの外乱

発生により電力系統が不安定となる場合

は、大別して、

1．　故障によるショックが大きすぎて短時

　問で安定領域から飛び出してしまう場

　合

2．　故障除去後長時間たっても動揺が二三

　せず、最終的に脱調に至る場合　麟

がある。いずれの現象も現在シミュレーシ

ョンで解析されているが、後者はかなり長

時間の解析を要している。しかしながら、

この現象は擾乱発生後の定態安定度の問題

と考えられるので、安定な場合に収敏する

であろう運転状態を想定しておき、その運

転状態に対して二二安定度解析を行うこと

により、簡便かつ高精度の安定判別が可能

である。

　新しい論理の構成は図3－2－3に示すよう

に、大きく分けて2つのステップから成っ

ている。

ステップ1　故障除去後の潮流計算

（D　電力系統の静特性表現

　発電機特性、ガバナー、AVRおよび負

荷の電圧・周波数特性を代数式表現し、送

変電回路網と直接結合する。

（2）故障除去条件の指定

　故障除去によって解放される線路やトリ



ップする発電機を指定する。再閉路成功の

場合は本手法の適用は不要となる。

（3）新しい平衡点の算定

　有効電力のミスマッチは各発電機ガバナ

ーが、また無効電力のミスマッチは電圧変

動を介して各発電機AVRが吸収する。ま

た、二二計算過程で電力方程式は用いな

い。送変電回路網はできるだけアドミタン

ス表示のまま残すこととする。このため、

基本方程式の線形近似として得らるミスマ

ッチ修正用ヤコビアン行列の線形有効範囲

が大きく拡大される。このことは、発電機

特性、負荷特性を結合したことと相侯って

解の収敏性を著しく改善する。

ステップ2　故障除去後の定態安定度解析

（1）動特性の再附加

　発電機の慣性、磁束の時定数、ガバナ

ー、AVRの遅れなどの動的要素を微分方

程式として附加する。

（2）新しい平衡点廻りでの線形表示

　動的な系統モデル（シミュレーションに

用いるものと同じもの）をステップ1で算

定した新しい平衡点の廻りで線形表示す

る。この際、送電網のスパース性が最大限

に保持されるよう留意して所要記憶容量の

増加を抑える。

（3）固有値解析（S法）

　線形表示された特性方程式をS行列変換

し、改良ランチョス法で必要個数の固有

値、固有ベクトルを算定する。

皿．安定化制御の最適化手法

　系統が不安定あるいは不安定に近い状態

となることが予想されるとき、いかなる対

策をとるべきかという問題に迅速に解答を

出すための一つの有力な手法として固有値

感度解析法がある。

　いま、系統の操作しうるパラメータ（発

図3－2－3　予防制御方式の概念と新しい論理の二値付け

⇒系騰成、負荷醐などの旧

藩発融制御系ゲインなどの謹

惣　惣　　制動抵抗投入時間などの調整

　※　　すでにプログラム開発済

　◎　　現在、開発中
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図3－2－4　PSS（系統安定化補助励磁制御装置）定数最適化による固有値の変化（77機系）
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電機出力、調相設備、制御系の定数など）

をαとすると右左固有ベクトルP、qによ

りαを少しだけ（△α）変化させたときの

固有値λの変化△αは次式によって求める

ことができる。

　　qT△Ap　qT（σA／σα）P
△λ　　　　　　＝　　　　　　　　　　　△α
　　　qTp　　　　　　　qTp

　この計算に要する時間は固有値解析に要

する時間と比較して無視できる程短かく、

オンライン安定化制御などに最も適した手

法であるといえる。

　この手法を多機電力系統のPSSのパラ

メータの最適設計に適用した。図3－2－4は

77機系の解析例であるが、あらかじめ、各

発電機の軸系ダンピングを変化させたとき

の固有値の変化率、と人為的に発電機すべ

りを直接AVRのPSS入力端子に入力し

たときの固有値の変化率を計算し、これに

よってPSS設置による安定度向上効果を

簡便に予測している。

　この例では、3個の電力動揺モードに対

し発電機G1とG5は固有値の変化率が共

に大きく、このユニットにPSSを設置す

れば全系の安定度向上効果が大きいと予測

できる。

　そこで例題系統のG1とG5にPSSを

設置し、これらPSSのゲインGと進み遅

れ回路の時定数を同時に最適化している。

　原系統で、持続振動領域あるいは、弱制

動領域にあった2個の固有値が、最適設計

のPSSによって、十分安定な領域に移動

したことがわかる。この効果を確認するた

め、電力系統動特性解析プログラム（Y法）

によるシュミレーション結果を図の枠内に

示した。

　なお、最適化に要した計算時間は繰り返

し回数約10回（実用上は2～3回でも十分

である）で約3分（FACOM　M－200）で

あった。
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3－3原子力・火力発電プラント
　　　　　　　　　　　　　　負荷設備等の高精度

　　　　　　　　　　　シミュレーション技術

　　　　系統の重大事故対策に用い

3－3－1る発電プラントの新しいモ

　　　　デル

1．新しいモデル開発の必要性

　高度に技術文明が発達した我が国では、

これからも電力への依存はますます増大し

ていくことを考えると、電力系統の事故に

よって大規模、長時間の停電は絶対に起こ

してはならない。

　電力系統の事故は雷などの自然現象に由

来するものが多いため、事故をすべて無く

すことは不可能である。しかし、これによ

る需要家への影響をできるだけ少なくし、

事故の拡大による大規模な停電をさけるこ

とが重要である。

　このような事故の拡大を防止するために

は、個々の系統構成要素、その申でも特に

発電プラントの特性を充分に考慮してその

対策を決定する必要がある。

　発電プラントの中では、系統事故時の原

子力機の安定運転性能が非常に重要となる

が、火力機、揚水機についてもこれらが周

波数調整機能を持ち、またその出力応答性

が速いため、これらの動作特性も重要なも

のとなる。

　特に、近年の欧米での重大事故では、安

定度崩壊や送電線過負荷による電源脱落や

系統分離によって、電源と負荷のアンバラ

ンス量が大きくなり、その結果、大幅な系

統周波数変動を引き起こし、電源が次々と

脱落して事故が拡大していったことを考え

ると、火力機や揚水機の動特性把握の重要

性が明らかである。

　最近の大容量火カプラントでは、応答性

や経済性の追及に伴っ、制御方式にも種々

の方式が採用されているため、従来から使

用されているモデルでは充分に表現できな

くなっている。

　また、揚水機についても、高揚程、高落

差のものが建設され、その水圧鉄管内の水

の挙動やポンプ水車の非線形特性も考慮す

る必要がでてきている。

1．新しい火カプラントモデル

1．　ガバナーモデル

　電力系統からの事故等による擾乱（電

圧、電流、周波数等）に対し、その大きさ

にかかわりなく応動ずるのは発電機や励磁

系の電気的機器であるが、最近の大容量機

では蒸気の制御を行うガバナーであって

も、擾乱の大きさによってはほとんど瞬時

に応動ずる。

　これは、主として負荷遮断時等の過速度

防止のために備わっているガバナーの緊急

時制御機構が動作するためである。この緊

急時制御機構は、その制御を迅速に行う

ため、発電機電流や発電機電気出力あるい

は回転数変動の変化率等を入力情報とし

て、インターセプト弁（王CV，1ntercept

Valve）や加減弁（CV，　Control　Valve）

を急速に閉鎖する機構である。

　従来のガバナーモデルは、磨滅弁とター

ビンの動作を簡易に表現しているのみであ

り、これら緊急時制御機構動作はまったく

無視されている。このため、電力系統から

の軽微な擾乱に対しては、従来のガバナー

モデルでも充分であるが、発電所近傍での

事故あるいは急激な周波数変動を伴う事故

の場合には、緊立時制御機構の動作もモデ

ル化したガバナーモデルを用いる必要があ

る。

　また、この緊急時制御機構を電力系統の

安定化に積極的に活用することも考えられ

ており、EVA（Ear豆y　Valve　Actuation）

とよばれる。これは、電力系統事故を早期

に検出して緊急時動作機構を動作させ、プ

ラント出力を急速にしぼりこんで電力系統

の安定度を向上させようとするものであ

る。

　この検討を行う場合にも、詳細なガバナ

ーのモデル化と後述するプラントへの影響

を考慮する必要がある。さらに、通常用い

られる安定化装置（たとえば、発電機PS

S）等との協調をはかるためにも電力系統E

と一体になった検討が重要となる。

2．　プラントモデル

　周波数変動が大きい場合、あるいは小さ

くてもそれが持続する場合には、火カプラ

ントの応答性が速くなっているため、その

蒸気圧力変動やガバナーに対するプラント

制御系動作が擾乱発生後5～10秒程度の短

時間でも電力系統の動特性に大きな影響を

及ぼし始める。

　このため、電力系統の重大事故対策の検

討のためには、プラントの動特性の考慮が

重要となってくる。しかし、擾乱後1分程

度たつと手動操作が大きく関与してくるた

め、この間の応動が正確に表現されていれ

ばよいこととなる。

　このように、電力系統からの種々の擾乱
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に対して1分間程度までのプラント動特性

を表現するために必要となるモデルの範囲

は、図3一ひ1に示されるように、プラント

としては、蒸気圧力、蒸気流量、タービン

出力モデル、プラント制御系としては、ガ

バナー出力、蒸気圧力、給水流量、燃料流

量制御系までとなり、応答の遅い蒸気温度

とその制御系は除外される。

　しかし、さらに長時間の解析、たとえば

プラントの起動停止、負荷追従運転などの

検討を行うためには、温度に関係する項目

についてもモデル化する必要があるが、こ

れは電力系統と結合した解析を行わないで

も検討可能であり、また解析モデルそのも

のも膨大となるため、現状では、そこまで

も考慮したモデルは電力系統の重大事故対

策検討としては使用されない。

　一方、火カプラントの制御系には、その

応答性を改善するため種々の改良が施され

またいろいろな形式があるが、周波数変動

に対する応答特性の差異で大別すると、主

として大容量機に採用されているAPC、

DEB方式と、中・小容量機のボイラー追

従方式（ドラムボイラータイプ）がある。

　周波数低下に対する各タイプの代表的な

応答例を図3－3－2に示す。

皿．揚水プラントモデル

　大容量の揚水発電所が建設されるにつ

れ、特に深夜軽負荷時の揚水発電所の動特

性は、電力系統の安定性にとって重要なも

のとなっている。また、高揚程、高落差と

なるにつれ水圧鉄管長が長くなり、水撃作

用による水圧脈動周期も延びて、通常の系

統動揺周期である1秒程度を超えることが

多くなった。

水圧脈動周期が系統動揺周期より大きい

場合には、従来の剛体理論による水路系モ

デルでは電力系統の振動に対する制動力を

正確に表現することは不可能となるため、

水の圧縮性と管路の弾性を考慮した弾性理

論による取り扱いが必要となる。

　また、ポンプ水車モデルに対しても、従

来は完全なポンプ水車を仮定して線形で取

り扱われていたが、実機のポンプ水車の非

線形性は大きく、この非線形特性が上記の

電力系統の制動や、周波数変動時の出力

（入力）特性に大きく影響する。このため、

系統の重大事故時、あるいは事故の拡大を

防止するための対策を検討する場合には、

水路系の弾性理論による取り扱いやポンプ

水車の非線形特性を考慮した検討が必要で

ある。

　　　　原子力の高信頼度運転を確

3－3－2保する原子カプラントのシ

　　　　ミュレーション

1．原子カプラントのシミュレー

　　ションの必要性

　わが国の原子力発電は、脱石油化などを

目的として積極的に開発がすすめられてお

り、すでに設備容量比で約16％（60年9月

末）、発電電力量比で約24％（59年度）を

占めるに至っている。このように原子力は

わが国の主要な電源であり、いろいろな観

点から、その高信頼度運転のためg）努力が

続けられている。

　そのひとつに、送電線への落雷などによ

る電力系統故障に対する原子力を含む電力

系統の安定運用の維持がある。

　電力系統故障時に、いかに電力系統の安

定運用を確保するかについての諸対策を検

討するには、実際の電力系統の挙動を摸擬i

する計算プログラムが重要な手段となる。

　近年、原子力の比重が高まるとともに、

このような電力系統の挙動解析に原子炉も

含めた発電所全体の応動を正確に考慮する

ことが不可欠となってきた。

　これには、従来から活用されている電力

系統動特性解析プログラムに原子力発電所

の原子炉、タービンなどの運動を解析する

プログラムを結合した総合的な解析プログ

ラムが必要となる。

　実際に電力系統故障時の電力系統の安定

運用の検討にあたっては、種々の運用条

件、故障条件を想定した多ケースの解析を

行う必要があり、解析プログラムの解析効

率が重要である。

　したがって、電力系統解析プログラムに

結合する原子カプラント解析プログラム

は、全体としての解析効率を大きく低下さ

せないものでなければならない。

皿．開発した原子カプラント応動

　　解析プログラムの特徴

　当所では、わが国で数多く運転あるいは

建設されている沸騰水型軽水炉（BWR）

発電所および加圧水型軽水炉（PWR）発

電所を対象として、図3－3－3に示すように、

従来の電力系統解析プログラムに結合して

原子力電源の継電を考慮した、プラント応

動解析プログラムの開発をすすめてきた。

　本プログラムはつぎのような特徴を有し

ている。

1．　BWR、PWRのいずれのプラントも、

　タービン制御方式（MRC：機械油圧式、

　EHC：電気油圧式）、タービン・バイ

　パス弁容量によりいくつかの種類がある

　が、すべてを解析対象としている。

2．　電力系統からの外乱に対するプラント

　応動に影響を与える機器および制御・保

　護系の動特性に注目してプラントをモデ
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ル化している。

　電力系統の故障によって生ずる周波数

変動が大幅な場合、原子カプラントでは

タービンに流入する蒸気流量を調整する

加減弁、インタセプト弁、余剰な蒸気を

復水器に放出するバイパス弁が急速に開

閉する。また、原子炉の冷却材を循環さ

せる電動ポンプの回転数変動も生ずる。

　このような場合のプラント各部の温

度、流量、圧力、中性子束の変動を精度

良く解析するには、上に述べた各種の蒸

気制御弁の非線形動作、冷却材の循環流

　量の変動などを正確に模擬する必要があ

　る。本プログラムでは、これらの点に留

　意して開発したモデルを用いている。

3．　電力系統故障時の原子カプラントの応

　動を解析するうえで、重要となる時間領

　域は故障発生後から概ね30秒間である。

図3－3－3　原子カプラントの応動を考慮した電力系統動特性解析プログラムの構成
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　　　　　　原子カプラント応動解析プログラムと

電力系統動特性解析プログラムを結合することにより

原子力電源を考慮した効率の良い系統の解析が可能となった。

　　このため、応動時定数が長く、この時

　間領域ではプラント応仁に影響を与えな

　い復水・給水加熱系などの補機系統はモ

　デル化しない。また、電力系統故障に対

　しては動作しない非常用炉心冷却系（E

　CCS）などの非常用設備も除外した。

4．　プログラムの解析精度は、実機の試運

　転における過渡応答記録およびすでに実

　用性が検証されている詳細なプラント動

　特性解析プログラムの解析結果との対比

　により検証じた。

5．電力系統解析プログラムと結合して数

　多くの原子力電源を含む大規模電力系統

　の動特性を効率良く解析するのに適した

　規模のプログラムである。

　　たとえば、6機の原子力ユニットを含

　む約100機の系統を対象とした解析の場

　合、電力系統解析プログラムに本原子力

　プラント応動解析プログラムを結合した

　ことによる計算時間の増加は15％程度で

　ある。

皿．原子力発電所の単独系統運転

　　能力の検討への適用

　落雷による送電線故障時に、きわめて稀

ではあるが系統分断が生ずる場合がある。

このとき主系統から分離された単独系統の

周波数および電圧の変動は一般に大幅とな

る。単独系統内の発電所、とくに大容量の

原子力発電所の運転が停止することとなれ

ば、単独系統の安定運用に大きな影響を与

えるばかりでなく、発電所の稼動率を低下

させる。

　当所は、開発した原子カプラント出動解

析プログラムによりBWRおよびPWR原

子力の単独系統運転能力の基本特性を解析

した（応動解析例を図3－3－4に示す）。

　その結果、原子力発電所の単独系運転能

力はプラントの種別によって異なるが、所

内単独運転が可能なプラントについて言え

ば、単独系統移行後の発電機の出力が中間

負荷領域に減少する場合にはプラントの安

定運転の継続が困難となる可能性のあるこ

とが明らかとなった。

　さらに当所では、単独系運転能力の向上

に電力系統および原子力発電所で必要とな

る対策についても検討している。これらの

成果は、各電力会社の系統運用の検討の参

考に供されている。

W．原子力電源の応動を考慮した

　　電力系統の動特性解析プログ

　　ラムへの適用

　従来の電力系統動特性解析プログラムに

おいては、電源の特性をタービンおよび発

電機の電気・機械的な動特性までしか考慮

していない。

　このプログラムに開発した原子カプラン

ト応動解析プログラムを結合することによ

り、原子力電源を含む電力系統の動特性を

精度良く、かつ効率良く解析することを可

能とした。

　当所は、本プログラムを用いて原子力を

含む電力系統の運用制御方式の研究をすす

めるとともに、各電力会社からの依頼によ

る原子力電源を考慮した電力系統解析にこ

のプログラムを活用している。また、一部

の電力会社では、本プログラムを導入し、

実運用に使用している。

V．交流・直流電力系統シミュレー

　　タへの適用

　当所は、直流送電を含む電力系統故障に

対する系統および原子力発電所の制御・保

護方式の開発のため交流・直流電力系統シ

ミュレータを設置した。

　本シミュレータの模擬原子力発電ユニッ

トは、ハードウェア模擬のタービン発電機

部とソフトウェア模擬のプラント部から成

るが、原子カプラント応動解析プログラム

はプラント部に組み込まれ、プラント動特

性のオンライン・リアルタイム・シミュレ

ーションを実現している。

　この系統シミュレータは、現在、原子力

発電所からの直流単独送電の研究、たとえ

ば、直流送電系統故障時の原子力を含む直

流系統の挙動解析、原子カプラントの応動

を考慮した直流系統の制御方式の開発など

に活用されている（試験例を図3－3－5に示

す）。

　　　　電力系統特性解析の高度化

3－3－3に必要な発電機・制御系・

　　　　負荷モデル

1．発電機モデル

　電力系統の動特性を解析する場合に、最
　　　　　　　　　　　　　　　ノ
も基本となるモデルは塾側飾ゑ

　電力系統の発電機は、そのほとんどが同

期機であり、これは通常、機械的に固定さ

れた電機子巻線と、回転するローター上の

界磁巻線、ならびに制動巻線あるいは等価

的にローターの電気的制動効果を表す等価

制動巻線によって表現される。

　現在では、この従来形同期機のモデルと

しては、これらの巻線に鎖交する磁束を中

心にモデル化された充分に実績のあるモデ

ルが使用されている。

　このモデルは図3－3－6に示されるように、

通常、ローター上の界磁巻線（通常D軸と

よばれる）ならびにこれと直交する軸（Q

軸）がローターに固定されている座標系で
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図3－3－4　単独系統運転時の原子カプラントの応動解析例

　（1）BWRプラント（部分容量バイパス弁）
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図3－3－5　交流・直流電力系統シミュレータを用いた試験例
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表され、その一般的な等価モデルは図3－3－7

のように表される。このモデルでは、発電

機そのものの構造、解析対象発電機の重要

性等によって、三図の制動巻線回路は複数

になったり、無視されたモデルが使用され

ることがある。

　なお、電機子回路の表現は、通常の電力

系統の動特性解析では、系統の線路や変圧

器と同様インピーダンス表現がとられる

が、解析の目的によっては電機子も微分方

程式で表される場合もある。

皿．発電機制御系

　発電機の制御系として電力系統動特性解

析に重要となるのは、電気的な制御系とし

ては励磁系があり、機械的には調速制御系

がある。

　励磁系は、同期発電機が同期を保って運

転するためには必要不可欠なものである

が、現在ではその応答性の高さを利用して

発電機そのものの安定化も行えるようにな

っている（PSS、Power　System　Stabiliz

er）。

図3－3－6　同期発電機概念図 図3－3－7　同期発電機の等価回路
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　このように、励磁系は電力系統からの擾

乱に対して非常に鋭敏に応答し、系統の安

定運転上重要な役割を担っているため、こ

のモデル化ならびにその定数、特性は非常

に重要なものとなり、大擾乱から微小擾乱

まで幅広い解析が可能な詳細なモデルが開

発され用いられている。

　また、検討対象系統より遠方の発電機の

励磁系などに対しては、詳細モデルを標準

モデルへ変換し、系統解析効率を向上する

テクニックも開発されている。

　調速制御系のモデルについては、各プラ

ントモデルの開発過程で詳細なモデル化が

行われている。

　これらのモデルは実際の電力系統での試

験結果とも対比され、モデルと定数の検証

が行われている。実系統試験結果との比較

例を、図3－3－8～9に示す。

皿．負荷モデル

　電力系統の動特性解析の精度向上をはか

る上で、負荷特性の重要性は古くから指摘

されているが、その種類が工場のモータ、

家庭の電灯、ビルの空調など非常に広範囲

にわたること、需要家へ与える影響への配

慮から実系統での特性測定が大きな制約を

受けていることなどから、その実態は依然

として不明な点が多い。

　負荷は従来の解析では変電所単位で一括

して表現しており、表現方法は母線の電圧

と周波数の関数で近似したり、負荷の中で

大きな比率をしめる誘導電動機の動特性を

図3－3－8発電機と励磁系諸量の実機試験とシミュレーション対比

図3－3－8　図3－3－9共通
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発電機と同様に微分方程式で扱っている。

　近年、計算機の普及など負荷構成の変化

から、系統故障による瞬時電圧低下が需要

家へ大きな影響を与えるようになり、この

実態を把握することが、需要家への影響を

軽減するとともに、重大事故を未然に防止

するための系統安定化システムの電源や負

荷の制限量を設定する上で、重要となって

いる。

　これに対し、デジタル型高精度無人記録

方式の信頼性が増したことにより、襲雷な

どによる系統故障時の負荷応答を自動監視

し、その特性を把握することが試みられて

いる。

　当所では系統故障時の瞬時電圧・電流を

自動記録し、負荷特性の分析を試みてい

る。図3－3－10に自動記録の概要と観測し

た波形と負荷の応答の例を示す。

　分析の結果、実系統の負荷は、従来一般

に用いられていた母線電圧の関数だけでは

表現しきれないこと、故障により電圧が一

時的に低下する場合などには負荷脱落があ

ることが明らかとなった。

　このようなデータは、系統故障時の負荷

脱落特性や系統解析用負荷動特性モデルの

解明に有用と考えられる。

　今後、さらに負荷構成の異なる多くの地

点での実測データを積み重ねることによ

り、従来の表現方法以上に実態を反映した

負荷モデルが作成できると考えている。●
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図3－3－10　自動記録の概要と負荷応答例
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　　　　　お　わ　り　に
電力研究所　システム部　情報伝送研究室長　河合洋一

将来に向けての構想

　　高度情報化技術を活用した系統運用

　我が国では、低経済成長の長期化が予想され、今後電力

需要の大幅な増加が望めない反面、経済・社会の高度情報

化の進展に伴い、電力に対する質的要求が一層厳しくなり

つつある。

　このような状況の中で将来にわたって安定な電力供給を

確保するためには、電力設備の有効な運用について新展開

を図る必要がある。

　このためには技術的基盤として光センサ技術、超しS1

技術、光ファイバ通信技術、ベクトルプロセッサなど高速

計算技術およびディジタル制御通信技術があり、またソフ

トウェアの面からはLANなど計算機ネットワーク技術、

ディスプレイ技術、エキスパートシステムなど知識工学が

ある。

　このような技術を総称して高度情報化技術と呼ぶことに

すれば、今後は、こうした新しい技術シーズについて、そ

の進展を常にフォローし、今後の電力系統の高度運用に反

映して行くことが重要となる。

　当所では、我が国における給電システムの自動制御技術

の変遷と現状を調査分析し、これに基づき高度情報化技術

を活用した将来の電力系統総合自動化システムの方向性と

して、次のように考えている。

1．経済性の追及、信頼性の確保、電力品質の維持など多

　目的の制御を指向し、とりわけ信頼性の確保のための機

　能を充実させること。

2．　制御形態は中枢機能を極力分散化させた自律分散型と

　して、システムの信頼性、拡張性の向上に対処すること。

3．　このための情報処理システムと情報伝送ネットワーク

　の基本構成を確立すること。

　この基本的な考え方を実現するため、オンライン信頼度

制御を主体とした協調的制御論理、個別電気所における自

主制御論理、情報処理ネットワーク等に関する開発研究を

進めている。

　これらの研究によって、制御用コンピュータと情報処理

システムが一体となって有機的に働き、運用者はコンピュ

ータや通信網を意識することなく、高度に利用できる将来

の総合自動化システムの構築に貢献出来ると信じる。　㊧

電研レビューNo．13灘63



関連する主な研究報告書（電力研究所研究報告）

1－2

1．　「電源計画手法の開発　　長期計画シミュレーションプログラムの開

　　発」　研究報告：18044（1981．7）

1－3

2．　「電源構成における電力貯蔵設備の役割の評価」研究報告：183028

　　（1983。12）

3．　「需給運用を考慮した電源計画手法」　研究報告：184007（1984．11）

4．　「原子力発電の増大に伴なう各電源設備利用率の変化」　研究報告：

　　183017　（1982．11）

5．　「火力・原子力発電ユニットの定期補修計画手法一分枝限定法による

　　論理の開発」　研究報告：182018（1982．11）

6．　「週間需給計画システム　その1　火力機並解列の計画」　依頼報告：

　　179527　（1980．4）

7．　「週間需給計画システム　その2　揚水池運用の計画」　依頼報告：

　　179544　（1980．4）

8．　「週間需給計画システム　その3　火力機負荷配分の計画」

　　依頼報告：180507（1980．11）

9．　「週間需給計画　その4　火力・揚水配分の総合計算の実証」

　　依頼報告：180519（1981．2）・

2－2

10．　「東北電力におけるオンライン系統信頼度制御システム」　依頼報告：

　　182516　（1982．11）

11．　「運用制約を考慮した有効・無効電力の最適配分法」　研究報告1

　　180042　（1981．8）

12．　「長時間需要予測値を用いたオンライン需給平衡制御方式の開発」

　　研究報告：179045（1980．5）

13．　「需給変動の時間推移を考慮したVQC論理」　依頼報告：184522

　　　（1985．4）

3－2

14．　「電力系統の動特性解析のための多重故障計算」　研究報告：184019

　　　（1984．9）

15．　「安定度解析のための発電機、制御系の基本特性」　研究報告：180011

　　　（1980．11）

16．　「電力系統の安定度解析手法の高度化一解析プログラムの機能の拡充

　　　と検証一」　研究報告：180064（1982．5）

17。　「系統計画における安定度評価のための多重故障計算手法」

　　　研究報告：182044（1983．6）

18．　「大規模電力系統の動的定態安定度解析手法一S行列法一」研究報告：

　　　179068　（1980．10）

19．　「大規模電力系統の動揺モード解析手法の開発と実証」研究報告＝

　　　182004　（1982．9）

20．　「電力系統の定態安定度向上対策（その1）一PSSの設置箇所選定と

　　定数最適化論理　　」　研究報告：183040（1984．6）

21．　「予防制御のための定態安定度判別手法」　研究報告：184032

　　（1985．4）

3－3

22．

23．

24．

25．

26．

27．

28．

29．

30．

31．

32．

33．

34．

35．

36．

37．

38．

39．

「タービン高速制御による安定度向上画一火力ガバナー系のシミュレ

ーションとその動特性　　」　研究報告：177055（1978．7）

「タービン高速制御による安定度向上」　研究報告：181050（1982．6）

「渥美火力発電所安定度対策装置の性能実証試験一安定度解析プログ

ラムによる解析精度の検証一」　依頼報告：182503（1981．8）

「電力系統長時間動特性解析のための火力貫流プラントモデルの開発」

研究報告：183047（1984．5）

「周波数変動時の火カプラント出力応動特性」　研究報告：184034

（1985．4）

「ポンプ水車を含む水路系過渡現象の簡易解析法」　研究報告：182059

（1983．6）

「軽水炉発電プラントの単独系統運転特性解析手法の開発」

研究報告：183054（1985．3）

「系統分断時の原子力発電所の単独系統運転能力」　研究報告：184039

（1985．6）

「原子力・直流単独系統の運用制御保護方式一一個別周波数制御方式の

検討一」　研究報告：182061（1983．8）

「交流・直流電力系統シミュレータの開発（その1）一主なる機能と設

備の特徴一」　調査報告：182032（1983．5）

「交流・直流電力系統シミュレータの開発（その3）一原子力模擬同期

発電機の製作と基本特性一」　研究報告：182035（1983．6）

「交流・直流電力系統シミュレータの開発（その6）一原子力発電ユニ

ットの運転制御システムの開発一」　研究報告：183022（1984．2）

「交流・直流電力系統シミュレータの開発（その8）一原子力発電ユニ

ットのリアルタイム用プラント動特性シミュレーション・モデルー」

研究報告：183021（1984．3）

「原子力発電所からの直流単独送電（その3）一直流線路故障に対する

BWR原子カプラントの安定性一」　研究報告：183037（1984．4）

「原子力発電所からの直流単独送電（その4）一直流系統の協調制御に

よるBWR原子カプラントのスクラム防止対策一」研究報告：183041

（1984．3）

「原子力発電所からの直流単独送電（その5）一PWR原子カプラント

の安定運転性の検討一」　研究報告：184024（1985。5）

「複数発電ユニットの励磁系の協調制御（その1）一励磁系の簡略化

法一」　研究報告：182036（1983．6）

「複数発電ユニットの励磁系の協調制御一一括制御方式と安定度向上

効果一」　研究報告：183046（1984．8）
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編集後記

　電研レビュー第13号「原子力主流時代に

対応した電力システムの高度運用」をお届

けします。

　本号では「巻頭言」を四国電力株式会社

常務取締役　富田　盛夫様にお願いしまし

た。

　一層厳しくなる需要家の電気の質に対す

る要望に応えるとともに、経済的な原子力

電源の特長を最大限に活かすためには、先

端技術を駆使した、系統運用総合自動化に

向けての研究開発が必要との、30年間の経

験に基いた貴重なご寄稿をいただき、誠に

ありがとうございました。

◎新入職員は新人類？◎

　桜の咲くころとなり、いよいよ新入社員

が社会にでて活躍をはじめました。

　新聞や雑誌などによれば、彼らは「新人

類」と呼ばれています。

　新人類の特徴としては、

・マイコンなどのエレクトロニクスに強い。

・感性を行動の基準にしており、嫌いなこ

　とには見向きもしない。

・ファッションや遊びが生活の中心であり、

　それに関する情報に敏感である。

・同世代同士でも話が通じないといわれる

　くらい、個性化・多様化が進んでいる。

などが挙げられています。

　また、日本リクルートセンターの調査に

よれば、新入社員の約8割がマイホーム派

であり、勤務時間後については、約6割が

「趣味（読書、スポーツ）」の充実に充て

ると回答するなど、これまでのサラリーマ

ン像とは異っています。

　これに対して経営者は当然のことながら、

「研鋳を重ねプロに」なることや、「賃金

以上を稼ぐ」ことを期待しており・ます。

　この新人類も組識の中でもまれ、鍛えら

れ、やがて社会の中堅となって、わが国の

産業や経済のあり方に影響を与えていくこ

とになります。

◎新人類と電気◎

　それでは、新人類は電気に対して、どの

ような態度を示すでしょうか。

　子供のころから、テレビゲームや、シン

セサイザーなどの電子楽器に囲まれて育っ

た彼らは、ごく自然な形で多機能電話や家

庭用のコンピューターなどを使いこなして

いくと思われます。

　また、マイコンが組み込まれた各種の電

化製品を自在にプログラムして、快適な生

活空間を維持していくことでしょう。

　当所の行った年代別の電気に対するイメ

ージ調査でも、新人類にあたる20歳代では、

電気を活用して、豊かで便利な生活をおく

りたいという希望が強く表れております。

　このことは、電気事業も需要家の要望に

応じた、多様なサービスを考えることがま

すます重要となってくることを意味するも

のです。

　例えば、需要家を対象とした、情報・通

信サービスなどを行えば、情報に敏感な彼

らにとって大きな魅力と写ることでしょう。

◎新人類に期待◎

　今後、送配電話は、需要の分散化、自家

用電源の連結、光ファイバーやディジタル

技術を活用した通信機能の付加などによ

り、ますます複雑化していくことと思われ

ます。

　基本的には、電力、電圧、周波数、位相

差角などを制御する系統運用ですが、高信

頼度と経済性を両立させるためには、これ

まで以上に、これらの操作を精密に、かつ

瞬時に行うことが必要となってきます。

　このためには、生物が自分の身体の不具

合を察知して、体温や代謝などを調節する

ように、系統自体が自律的に反応すること

が要求されます。

　その手段として、現在、考えられている

のが、人工知能（AI＞の系統運用への導

入です。

　新しい感性と生まれながらにコンピュー

ターを友達とする新人類が、この方面で先

達の技術遺産を正しく継承し、かつそれを

乗り越えて、系統運用技術の新天地を拓く

ことを強く期待します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　○
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